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１．品目横断的な課題への対応 

（１）放射性物質に係る輸入規制への対応 

 平成 23（2011）年３月に発生した東京電力福島第一原子力発電所事故に伴い、多くの

国・地域において、日本産農林水産物・食品の輸入停止や放射性物質検査証明書の要求

といった輸入規制措置が講じられた。 

 

国内では、事故発生直後から、安全な食料の供給のために農林水産物・食品のモニタ

リング検査を行い、基準値を超える放射性物質が検出された農林水産物が市場に出回ら

ないよう対策を講じている。 

また、日本産農林水産物・食品の輸入規制を導入した国・地域に対しては、我が国が

実施しているモニタリング検査や出荷制限等の食品の安全確保のための措置の説明や、

モニタリング検査の結果等の科学的データの提供等を丁寧に行い、IAEA の評価結果等も

示しながら、二国間交渉及び国際会議等の場で政府一体となって輸入規制の緩和・撤廃

を働きかけている。 

 

この日本の食品の安全確保のための取組については、国際原子力機関（IAEA）からも

「放射性物質による食品汚染の問題についてのモニタリング及び対応のためにとられ

ている措置は適切であり、食料供給網は関係当局による効果的なコントロールの下にあ

るものと理解している」と高い評価を受けているところである。 

 

Events and highlights on the progress related to recovery operations at Fukushima Daiichi 
Nuclear Power Station (福島第一原発事故対応の進展に関する包括的情報提供レポート
（2016 年 5 月 IAEA ホームページ掲載）)（抜粋） 

 

“Measurements of caesium radionuclides in foodstuffs, together with appropriate regulatory 

action and the publication of monitoring results are helping to maintain confidence in the safety 

of the food supply.” 

“ Food restrictions continue to be revised and updated as necessary, in line with food sampling 

and monitoring, and this indicates the continued vigilance of the authorities in Japan and their 

commitment to protecting consumers and trade.” 

“Based on the information that has been made available, the Joint FAO/IAEA Division 

understands that the measures taken to monitor and respond to issues regarding radionuclide 

contamination of food are appropriate, and that the food supply chain is under effective control of 

the relevant authorities.” 

 

「食品中のセシウムの測定、適切な規制措置及びモニタリング結果の公表は、食料供給

の安全性に対する信頼を維持する上で助けとなっている。」 

「食品規制は、食品のサンプル抽出・モニタリング結果に対応し、必要な更新・改正が

され続けている。これは、日本政府による継続的警戒と、消費者や貿易の保護に対する

コミットメントを示すものである。」 

「IAEA/FAO合同チームは、放射性物質による食品汚染の問題についてのモニタリング及

び対応のためにとられている措置は適切であり、食料供給網は関係当局による効果的な

コントロールの下にあるものと理解している。」 
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これらの結果、平成 28（2016）年７月までにカナダ、ベトナム、オーストラリア、タ

イ、ボリビア、インド、クウェート等 18カ国において全ての規制措置が撤廃された。ま

た、輸入規制措置の緩和についても、平成 26（2014）年４月以降のみを見ても、EU、シ

ンガポール、ロシア、米国等 11カ国・地域において規制措置の緩和が行われた。 

 

●輸入規制完全撤廃      ●最近の輸入規制緩和(平成 26年４月以降) 

 

＊ スイス、ノルウェー、アイスランド、リヒテンシュタイン（EFTA 加盟国）も EU に準拠した規制緩和を実施 

 

特に EUは、平成 28（2016）年１月に、福島県産については平成 25（2013）年及び平

成 26（2014）年の２年間にわたり基準値超過が発生しなかった品目を、また福島県産品

以外については平成 26（2014）年において基準値超過が発生しなかった品目を規制対象

から除外することにより、福島県産品を含め大幅に規制を緩和した。これにより、具体

的には、① 福島県産の野菜、果実（かきを除く）、畜産品、そば、茶等について、検査

証明対象から除外（産地証明書も不要）、② 青森及び埼玉県産の食品は、検査証明対象

から除外、③ ６県（岩手、宮城、茨城、栃木、群馬及び千葉）産のコメ、大豆等につい

て、検査証明対象から除外されることとなった。 

  

撤廃された年月 国名

平成23年６月 カナダ

〃 ミャンマー

７月 セルビア

９月 チリ

平成24年１月 メキシコ

４月 ペルー

６月 ギニア

７月 ﾆｭｰｼﾞｰﾗﾝﾄﾞ

８月 コロンビア

平成25年３月 マレーシア

４月 エクアドル

９月 ベトナム

平成26年１月 イラク

〃 ｵｰｽﾄﾗﾘｱ

平成27年５月 タイ
※一部の野生動物肉を除く

11月 ボリビア

平成28年２月 インド

５月 クウェート
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●放射性物質にかかるＥＵの日本産食品に対する輸入規制措置の緩和 

 
 

 
 

このように我が国の農林水産物・食品に対する輸入規制は着実に緩和・撤廃されてき

ている。この動向については、主要な品目（コメ、野菜・果実、茶、食肉（牛肉・豚肉・

家禽肉）、加工食品、水産物）毎に、次頁以降に一覧にまとめた。 

福島 岩手 宮城 茨城 栃木 群馬 千葉 秋田 山形 長野 山梨 新潟 静岡 青森 埼玉 その他

※１　牛乳・乳製品、豚肉、鶏肉等は、動物検疫上輸入が不可。

※２　山菜のうち、ゼンマイ・クサソテツ・ウワバミソウの秋田、山形及び長野県産は産地証明書で可。

※３　検査証明書対象の産地・品目の使用割合が合計で５０％を超える製品は、製造地（都道府県）にかかわらず検査証明書が必要。

：検査証明書

：産地証明書

：ＥＵ側でのサンプル検査

活魚、海藻、ホタテ

水産物
（活魚、海藻、ホタテ除く）

大豆

品目＼産地

米

果実（柿を除く）

柿

茶

山菜　※２

食肉　※１

牛乳・乳製品　※１

野菜

その他の食品及び飼料

検査証明対象の産地・品目の使用割合が合計
で５０％を超える食品及び飼料　※３

きのこ類

そば

平成２６年４月１日 ～ 平成２８年１月８日

　　　　　　　　

福島 岩手 宮城 茨城 栃木 群馬 千葉 秋田 山形 長野 山梨 新潟 静岡 青森 埼玉 その他

※１　牛乳・乳製品、豚肉、鶏肉等は、動物検疫上輸入が不可。

※３　検査証明書対象の産地・品目の使用割合が合計で５０％を超える製品は、製造地（都道府県）にかかわらず検査証明書が必要。

牛乳・乳製品　※１

水産物
（活魚、海藻、ホタテ除く）

　　①タケノコ・タラノキ(タラの芽)・ゼンマイの山梨、新潟及び静岡県産は、産地証明書で可。

　　②ワラビ・クサソテツの秋田、山形、長野、山梨、新潟及び静岡県産は、産地証明書で可。

　　③フキ・フキノトウの岩手、宮城、茨城、栃木、群馬、千葉、秋田、山形、長野、山梨、新潟及び静岡県産は、産地証明書で可。

　　④ウワバミソウは、輸入規制撤廃。

活魚、海藻、ホタテ

柿

そば

きのこ類

検査証明対象の産地・品目の使用割合が合計
で５０％を超える食品及び飼料　※３

果実（柿を除く）

野菜

※２　山菜のうち、

食肉　※１

茶

その他の食品及び飼料

山菜　※２

品目＼産地

米

大豆

：規制緩和
平成２８年１月９日以降（緩和後）
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平成２３年５月時点

1 イラク
2 エジプト
3 クウェート
4 コンゴ民主共和国
5 仏領ニューカレドニア
6 仏領ポリネシア
7 モーリシャス
8 モロッコ
9 レバノン　※

10 マカオ
11 中国
12 ブルネイ
13 ロシア
14 台湾
15 サウジアラビア
16 アラブ首長国連邦
17 アルゼンチン
18 インドネシア
19 オマーン
20 カタール
21 チリ　※
22 バーレーン
23 ブラジル　※
24 ボリビア　※
25 メキシコ ※
26 韓国　※
27 ＥＵ
28 アイスランド
29 スイス
30 リヒテンシュタイン
31 ノルウェー
32 カナダ
33 タイ
34 セルビア
35 エクアドル　※
36 マレーシア
37 コロンビア　※
38 ペルー
39 香港
40 イスラエル
41 イラン
42 インド
43 ウクライナ
44 トルコ
45 ニュージーランド
46 ネパール
47 パキスタン
48 ベトナム
49 ミャンマー
50 米国　※
51 豪州
52 ギニア
53 シンガポール
54 フィリピン

※　レバノン及びブラジルは４月、米国、韓国、メキシコ及びチリは６月、エクアドルは７月、ボリビア及びコロンビアは８月時点。

：輸入停止(１５)

：日本の出荷制限品目を輸入停止（０）

：放射性物質検査証明(２３)

：産地証明(０)

：輸入国側での検査強化（全ロット検査、又は、サンプル検査）(１２)

：輸入国側での通常レベルの検査

（　　　）の数字は、福島県についての数。

福島 茨城 栃木 群馬 千葉 埼玉 宮城 新潟 長野 東京 愛媛 その他神奈川 静岡 岩手 秋田 兵庫

原発事故に伴う諸外国・地域による輸入規制の撤廃・緩和の動向（５４ヵ国・地域）
【コメ】

青森山形 山梨都道府県
国・地域
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平成２８年7月現在

1 イラク
2 エジプト
3 クウェート
4 コンゴ民主共和国
5 仏領ニューカレドニア
6 仏領ポリネシア
7 モーリシャス
8 モロッコ
9 レバノン

10 マカオ
11 中国
12 ブルネイ
13 ロシア
14 台湾
15 サウジアラビア
16 アラブ首長国連邦
17 アルゼンチン
18 インドネシア
19 オマーン
20 カタール
21 チリ
22 バーレーン
23 ブラジル
24 ボリビア
25 メキシコ
26 韓国
27 ＥＵ
28 アイスランド
29 スイス
30 リヒテンシュタイン
31 ノルウェー
32 カナダ
33 タイ
34 セルビア
35 エクアドル
36 マレーシア
37 コロンビア
38 ペルー
39 香港
40 イスラエル
41 イラン
42 インド
43 ウクライナ
44 トルコ
45 ニュージーランド
46 ネパール
47 パキスタン
48 ベトナム
49 ミャンマー
50 米国
51 豪州
52 ギニア
53 シンガポール
54 フィリピン

：輸入停止(４)

：日本の出荷制限品目を輸入停止（３）

：放射性物質検査証明(１８)

：産地証明(２)

：輸入国側での検査強化（全ロット検査、又は、サンプル検査）(８)

：輸入国側での通常レベルの検査

（　　　）の数字は、福島県についての数。

静岡 岩手 秋田 青森千葉 埼玉 宮城茨城福島 栃木 群馬 長野 東京 山形 山梨 神奈川 兵庫新潟 愛媛 その他都道府県
国・地域
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平成２３年５月時点

1 アラブ首長国連邦
2 イラク
3 エジプト
4 クウェート
5 コンゴ民主共和国
6 仏領ニューカレドニア
7 仏領ポリネシア
8 モーリシャス
9 モロッコ

10 レバノン　※
11 マカオ
12 中国
13 シンガポール
14 ブルネイ
15 ロシア
16 香港
17 台湾
18 サウジアラビア
19 韓国　※
20 米国　※
21 アルゼンチン
22 インドネシア
23 オマーン
24 カタール
25 チリ　※
26 バーレーン
27 ブラジル　※
28 ボリビア　※
29 メキシコ ※
30 ＥＵ
31 アイスランド
32 スイス
33 リヒテンシュタイン
34 ノルウェー
35 カナダ
36 タイ
37 セルビア
38 エクアドル ※
39 マレーシア
40 コロンビア　※
41 ペルー
42 イスラエル
43 イラン
44 インド
45 ウクライナ
46 トルコ
47 ニュージーランド
48 ネパール
49 パキスタン
50 ベトナム
51 ミャンマー
52 豪州
53 ギニア
54 フィリピン

※　レバノン及びブラジルは４月、米国、韓国、メキシコ及びチリは６月、エクアドルは７月、ボリビア及びコロンビアは８月時点。

：輸入停止(１８)

：日本の出荷制限品目を輸入停止（２）

：放射性物質検査証明(２３)

：産地証明(０)

：輸入国側での検査強化（全ロット検査、又は、サンプル検査）(１１)

：輸入国側での通常レベルの検査

（　　　）の数字は、福島県についての数。

神奈川 静岡 岩手 秋田 青森 兵庫 愛媛 その他

原発事故に伴う諸外国・地域による輸入規制の撤廃・緩和の動向（５４ヵ国・地域）
【野菜・果実】

山梨福島 茨城 栃木 群馬 千葉 埼玉 宮城 新潟 長野 東京 山形都道府県
国・地域
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平成２８年7月現在

1 アラブ首長国連邦
2 イラク
3 エジプト
4 クウェート
5 コンゴ民主共和国
6 仏領ニューカレドニア
7 仏領ポリネシア
8 モーリシャス
9 モロッコ

10 レバノン
11 マカオ
12 中国
13 シンガポール
14 ブルネイ
15 ロシア
16 香港
17 台湾
18 サウジアラビア
19 韓国
20 米国
21 アルゼンチン
22 インドネシア
23 オマーン
24 カタール
25 チリ
26 バーレーン
27 ブラジル
28 ボリビア
29 メキシコ
30 ＥＵ（注）

31 アイスランド
32 スイス
33 リヒテンシュタイン
34 ノルウェー
35 カナダ
36 タイ
37 セルビア
38 エクアドル
39 マレーシア
40 コロンビア
41 ペルー
42 イスラエル
43 イラン
44 インド
45 ウクライナ
46 トルコ
47 ニュージーランド
48 ネパール
49 パキスタン
50 ベトナム
51 ミャンマー
52 豪州
53 ギニア
54 フィリピン

：輸入停止(６)

：日本の出荷制限品目を輸入停止（３）

：放射性物質検査証明(１６)

：産地証明(２)

：輸入国側での検査強化（全ロット検査、又は、サンプル検査）(１２)

：輸入国側での通常レベルの検査

（　　　）の数字は、福島県についての数。

（注）　ＥＵ、アイスランド、スイス、リヒテンシュタイン、ノルウェー向けの果実のうち、柿については、福島県産は検査証明、その他県産は産地証明が必要

新潟栃木 群馬 千葉 埼玉 宮城 兵庫 愛媛 その他長野 東京 山形 山梨 神奈川 静岡 岩手 秋田 青森茨城福島都道府県
国・地域
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平成２３年５月時点

1 イラク
2 エジプト
3 クウェート
4 コンゴ民主共和国
5 仏領ニューカレドニア
6 仏領ポリネシア
7 モーリシャス
8 モロッコ
9 レバノン　※

10 中国
11 マカオ
12 ブルネイ
13 ロシア
14 台湾
15 サウジアラビア
16 韓国　※
17 米国　※
18 アラブ首長国連邦
19 アルゼンチン
20 オマーン
21 カタール
22 バーレーン
23 ブラジル　※
24 ベトナム
25 ボリビア　※
26 メキシコ　※
27 ＥＵ
28 アイスランド
29 スイス
30 リヒテンシュタイン
31 ノルウェー
32 カナダ
33 タイ
34 セルビア
35 エクアドル　※
36 マレーシア
37 コロンビア　※
38 ペルー
39 シンガポール
40 香港
41 イスラエル
42 イラン
43 インド
44 ウクライナ
45 トルコ
46 ニュージーランド
47 ネパール
48 パキスタン
49 ミャンマー
50 豪州
51 インドネシア
52 ギニア
53 チリ　※
54 フィリピン

※　レバノン及びブラジルは４月、米国、韓国、メキシコ及びチリは６月、エクアドルは７月、ボリビア及びコロンビアは８月時点。

：輸入停止(１５)

：日本の出荷制限品目を輸入停止（０）

：放射性物質検査証明(２２)

：産地証明(１)

：輸入国側での検査強化（全ロット検査、又は、サンプル検査）(１１)

：輸入国側での通常レベルの検査

（　　　）の数字は、福島県についての数。

愛媛 その他福島 茨城 栃木 群馬 千葉 埼玉 宮城 新潟 長野 神奈川 静岡 岩手

原発事故に伴う諸外国・地域による輸入規制の撤廃・緩和の動向（５４ヵ国・地域）
【茶】

東京 山形 兵庫 大阪山梨 秋田 青森 愛知都道府県
国・地域
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平成２８年7月現在

1 イラク
2 エジプト
3 クウェート
4 コンゴ民主共和国
5 仏領ニューカレドニア
6 仏領ポリネシア
7 モーリシャス
8 モロッコ
9 レバノン

10 中国
11 マカオ
12 ブルネイ
13 ロシア
14 台湾
15 サウジアラビア
16 韓国
17 米国
18 アラブ首長国連邦
19 アルゼンチン
20 オマーン
21 カタール
22 バーレーン
23 ブラジル
24 ベトナム
25 ボリビア
26 メキシコ
27 ＥＵ
28 アイスランド
29 スイス
30 リヒテンシュタイン
31 ノルウェー
32 カナダ
33 タイ
34 セルビア
35 エクアドル
36 マレーシア
37 コロンビア
38 ペルー
39 シンガポール
40 香港
41 イスラエル
42 イラン
43 インド
44 ウクライナ
45 トルコ
46 ニュージーランド
47 ネパール
48 パキスタン
49 ミャンマー
50 豪州
51 インドネシア
52 ギニア
53 チリ
54 フィリピン

：輸入停止(４)

：日本の出荷制限品目を輸入停止（０）

：放射性物質検査証明(１５)

：産地証明(２)

：輸入国側での検査強化（全ロット検査、又は、サンプル検査）(１３)

：輸入国側での通常レベルの検査

（　　　）の数字は、福島県についての数。

新潟福島 茨城 栃木 群馬 千葉 埼玉 宮城 その他長野 東京 山形 山梨 神奈川 静岡 愛知 大阪岩手 秋田 青森 兵庫 愛媛都道府県
国・地域
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平成２３年５月時点

1 イラク
2 エジプト
3 クウェート
4 コンゴ民主共和国
5 仏領ニューカレドニア
6 仏領ポリネシア
7 モーリシャス
8 モロッコ
9 レバノン　※

10 マカオ
11 中国
12 ブルネイ
13 ロシア
14 台湾
15 サウジアラビア
16 シンガポール
17 フィリピン
18 アラブ首長国連邦
19 アルゼンチン
20 インドネシア
21 オマーン
22 カタール
23 チリ　※
24 バーレーン
25 ブラジル　※
26 ボリビア　※
27 メキシコ ※
28 韓国　※
29 ＥＵ
30 アイスランド
31 スイス
32 リヒテンシュタイン
33 ノルウェー
34 タイ
35 カナダ
36 セルビア
37 エクアドル　※
38 マレーシア
39 コロンビア　※
40 ペルー
41 香港
42 イスラエル
43 イラン
44 インド
45 ウクライナ
46 トルコ
47 ニュージーランド
48 ネパール
49 パキスタン
50 ベトナム
51 ミャンマー
52 米国　※
53 豪州
54 ギニア

※　レバノン及びブラジルは４月、米国、韓国、メキシコ及びチリは６月、エクアドルは７月、ボリビア及びコロンビアは８月時点。

：輸入停止(１７)

：日本の出荷制限品目を輸入停止（０）

：放射性物質検査証明(２４)

：産地証明(０)

：輸入国側での検査強化（全ロット検査、又は、サンプル検査）(１１)

：輸入国側での通常レベルの検査

（　　　）の数字は、福島県についての数。

福島 茨城 栃木 群馬 千葉 埼玉 兵庫宮城 新潟 長野 東京 山形 山梨 神奈川 静岡 岩手 愛媛 その他

原発事故に伴う諸外国・地域による輸入規制の撤廃・緩和の動向（５４ヵ国・地域）
【食肉（牛肉・豚肉・家禽肉）】

秋田 青森都道府県
国・地域
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平成２８年7月現在

1 イラク
2 エジプト
3 クウェート
4 コンゴ民主共和国
5 仏領ニューカレドニア
6 仏領ポリネシア
7 モーリシャス
8 モロッコ
9 レバノン

10 マカオ
11 中国
12 ブルネイ
13 ロシア
14 台湾
15 サウジアラビア
16 シンガポール
17 フィリピン
18 アラブ首長国連邦
19 アルゼンチン
20 インドネシア
21 オマーン
22 カタール
23 チリ
24 バーレーン
25 ブラジル
26 ボリビア
27 メキシコ
28 韓国
29 ＥＵ
30 アイスランド
31 スイス
32 リヒテンシュタイン
33 ノルウェー
34 タイ
35 カナダ
36 セルビア
37 エクアドル
38 マレーシア
39 コロンビア
40 ペルー
41 香港
42 イスラエル
43 イラン
44 インド
45 ウクライナ
46 トルコ
47 ニュージーランド
48 ネパール
49 パキスタン
50 ベトナム
51 ミャンマー
52 米国
53 豪州
54 ギニア

：輸入停止(５)

：日本の出荷制限品目を輸入停止（２）

：放射性物質検査証明(１７)

：産地証明(２)

：輸入国側での検査強化（全ロット検査、又は、サンプル検査）(１２)

：輸入国側での通常レベルの検査

（　　　）の数字は、福島県についての数。

その他長野 東京 山形 山梨 神奈川 静岡 岩手 秋田 青森 兵庫 愛媛新潟福島 茨城 栃木 群馬 千葉 埼玉 宮城都道府県
国・地域



12 

 

 

平成２３年５月時点

1 イラク
2 エジプト
3 クウェート
4 コンゴ民主共和国
5 仏領ニューカレドニア
6 仏領ポリネシア
7 モーリシャス
8 モロッコ
9 レバノン　※

10 マカオ
11 中国
12 ブルネイ
13 ロシア
14 台湾
15 サウジアラビア
16 シンガポール
17 アラブ首長国連邦
18 アルゼンチン
19 インドネシア
20 オマーン
21 カタール
22 バーレーン
23 ブラジル　※
24 ボリビア　※
25 メキシコ ※
26 韓国　※
27 ＥＵ
28 アイスランド
29 スイス
30 リヒテンシュタイン
31 ノルウェー
32 タイ
33 カナダ
34 セルビア
35 エクアドル　※
36 マレーシア
37 コロンビア　※
38 ペルー
39 香港
40 イスラエル
41 イラン
42 インド
43 ウクライナ
44 トルコ
45 ニュージーランド
46 ネパール
47 パキスタン
48 ベトナム
49 ミャンマー
50 米国　※
51 豪州
52 ギニア
53 チリ　※
54 フィリピン

※　レバノン及びブラジルは４月、米国、韓国、メキシコ及びチリは６月、エクアドルは７月、ボリビア及びコロンビアは８月時点。

：輸入停止(１６)

：日本の出荷制限品目を輸入停止（０）

：放射性物質検査証明(２２)

：産地証明(０)

：輸入国側での検査強化（全ロット検査、又は、サンプル検査）(１２)

：輸入国側での通常レベルの検査

（　　　）の数字は、福島県についての数。

福島 茨城 栃木 群馬 千葉 埼玉 兵庫宮城 新潟 長野 東京 山形 山梨 神奈川 静岡 岩手

原発事故に伴う諸外国・地域による輸入規制の撤廃・緩和の動向（５４ヵ国・地域）

【加工食品＊】

＊調味料、清涼飲料水、菓子類、麺類、レトルト食品等といった加工食品についての一般的な規制状況を示しており、使用原
料や加工度等によっては該当しない場合もあります。
　必要に応じて、輸出先国の税関・輸入業者等へお問い合わせください。

秋田 愛媛青森 その他都道府県
国・地域
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平成２８年7月現在

1 イラク
2 エジプト
3 クウェート
4 コンゴ民主共和国
5 仏領ニューカレドニア
6 仏領ポリネシア
7 モーリシャス
8 モロッコ
9 レバノン

10 マカオ
11 中国
12 ブルネイ
13 ロシア
14 台湾
15 サウジアラビア
16 シンガポール
17 アラブ首長国連邦
18 アルゼンチン
19 インドネシア
20 オマーン
21 カタール
22 バーレーン
23 ブラジル
24 ボリビア
25 メキシコ
26 韓国
27 ＥＵ
28 アイスランド
29 スイス
30 リヒテンシュタイン
31 ノルウェー
32 タイ
33 カナダ
34 セルビア
35 エクアドル
36 マレーシア
37 コロンビア
38 ペルー
39 香港
40 イスラエル
41 イラン
42 インド
43 ウクライナ
44 トルコ
45 ニュージーランド
46 ネパール
47 パキスタン
48 ベトナム
49 ミャンマー
50 米国
51 豪州
52 ギニア
53 チリ
54 フィリピン

：輸入停止(４)

：日本の出荷制限品目を輸入停止（０）

：放射性物質検査証明(１５)

：産地証明(２)

：輸入国側での検査強化（全ロット検査、又は、サンプル検査）(１３)

：輸入国側での通常レベルの検査

（　　　）の数字は、福島県についての数。

新潟宮城栃木 群馬 千葉 埼玉福島 茨城 その他長野 東京 山形 山梨 神奈川 静岡 岩手 秋田 青森 兵庫 愛媛都道府県
国・地域
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平成２３年５月時点

1 イラク
2 エジプト
3 ギニア
4 クウェート
5 コンゴ民主共和国
6 仏領ニューカレドニア
7 仏領ポリネシア
8 モーリシャス
9 モロッコ

10 レバノン　※
11 マカオ
12 中国
13 ブルネイ
14 ロシア
15 香港
16 台湾
17 サウジアラビア
18 シンガポール
19 フィリピン
20 韓国　※
21 米国　※
22 アラブ首長国連邦
23 アルゼンチン
24 インドネシア
25 オマーン
26 カタール
27 チリ　※
28 バーレーン
29 ブラジル　※
30 ボリビア　※
31 メキシコ ※
32 ＥＵ
33 アイスランド
34 スイス
35 リヒテンシュタイン
36 ノルウェー
37 タイ
38 カナダ
39 セルビア
40 エクアドル　※
41 マレーシア
42 コロンビア　※
43 ペルー
44 イスラエル
45 イラン
46 インド
47 ウクライナ
48 トルコ
49 ニュージーランド
50 ネパール
51 パキスタン
52 ベトナム
53 ミャンマー
54 豪州

※　レバノン及びブラジルは４月、米国、韓国、メキシコ及びチリは６月、エクアドルは７月、ボリビア及びコロンビアは８月時点。

：輸入停止(１９)

：日本の出荷制限品目を輸入停止（２）

：放射性物質検査証明(２４)

：産地証明(０)

：輸入国側での検査強化（全ロット検査、又は、サンプル検査）(１１)

：輸入国側での通常レベルの検査

（　　　）の数字は、福島県についての数。

秋田 青森福島 茨城 栃木 群馬 千葉 埼玉 愛媛山形 山梨 岩手 兵庫宮城 新潟

原発事故に伴う諸外国・地域による輸入規制の撤廃・緩和の動向（５４ヵ国・地域）
【牛乳・乳製品】

その他長野 東京 神奈川 静岡都道府県
国・地域
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平成２８年7月現在

1 イラク
2 エジプト
3 ギニア
4 クウェート
5 コンゴ民主共和国
6 仏領ニューカレドニア
7 仏領ポリネシア
8 モーリシャス
9 モロッコ

10 レバノン
11 マカオ
12 中国
13 ブルネイ
14 ロシア
15 香港
16 台湾
17 サウジアラビア
18 シンガポール
19 フィリピン
20 韓国
21 米国
22 アラブ首長国連邦
23 アルゼンチン
24 インドネシア
25 オマーン
26 カタール
27 チリ
28 バーレーン
29 ブラジル
30 ボリビア
31 メキシコ
32 ＥＵ
33 アイスランド
34 スイス
35 リヒテンシュタイン
36 ノルウェー
37 タイ
38 カナダ
39 セルビア
40 エクアドル
41 マレーシア
42 コロンビア
43 ペルー
44 イスラエル
45 イラン
46 インド
47 ウクライナ
48 トルコ
49 ニュージーランド
50 ネパール
51 パキスタン
52 ベトナム
53 ミャンマー
54 豪州

：輸入停止(６)

：日本の出荷制限品目を輸入停止（３）

：放射性物質検査証明(１７)

：産地証明(１)

：輸入国側での検査強化（全ロット検査、又は、サンプル検査）(１２)

：輸入国側での通常レベルの検査

（　　　）の数字は、福島県についての数。

福島 栃木 群馬 千葉 埼玉 新潟 その他青森秋田岩手山形 山梨 兵庫 愛媛宮城 長野 東京 神奈川 静岡茨城都道府県
国・地域
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平成２３年５月時点

1 アラブ首長国連邦
2 イラク
3 エジプト
4 ギニア
5 クウェート
6 コンゴ民主共和国
7 仏領ニューカレドニア
8 仏領ポリネシア
9 モーリシャス

10 モロッコ
11 レバノン　※
12 マカオ
13 中国
14 ロシア
15 ブルネイ
16 台湾
17 サウジアラビア
18 シンガポール
19 韓国　※
20 米国　※
21 香港
22 アルゼンチン
23 インドネシア
24 オマーン
25 カタール
26 チリ　※
27 バーレーン
28 ブラジル　※
29 ボリビア　※
30 メキシコ ※
31 ＥＵ
32 アイスランド
33 スイス
34 リヒテンシュタイン
35 ノルウェー
36 セルビア
37 タイ
38 カナダ
39 マレーシア
40 コロンビア　※
41 ペルー
42 イスラエル
43 イラン
44 インド
45 ウクライナ
46 トルコ
47 ネパール
48 パキスタン
49 フィリピン
50 ミャンマー
51 ニュージーランド
52 ベトナム
53 豪州
54 エクアドル　※

※　レバノン及びブラジルは４月、米国、韓国、メキシコ及びチリは６月、エクアドルは７月、ボリビア及びコロンビアは８月時点。

：輸入停止(１８)

：日本の出荷制限品目を輸入停止（２）

：放射性物質検査証明(２２)

：産地証明(０)

：輸入国側での検査強化（全ロット検査、又は、サンプル検査）(13)

：輸入国側での通常レベルの検査

（　　　）の数字は、福島県についての数。

鹿児島愛媛 その他北海道 愛知 三重 熊本兵庫静岡 岩手 秋田 青森

原発事故に伴う諸外国・地域による輸入規制の撤廃・緩和の動向（５４ヵ国・地域）
【水産物】

山梨福島 茨城 栃木 群馬 千葉 埼玉 宮城 新潟 長野 東京 山形 神奈川都道府県
国・地域
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平成２８年7月現在

1 アラブ首長国連邦
2 イラク
3 エジプト
4 ギニア
5 クウェート
6 コンゴ民主共和国
7 仏領ニューカレドニア
8 仏領ポリネシア
9 モーリシャス

10 モロッコ
11 レバノン
12 マカオ
13 中国
14 ロシア
15 ブルネイ
16 台湾
17 サウジアラビア
18 シンガポール
19 韓国
20 米国
21 香港
22 アルゼンチン
23 インドネシア
24 オマーン
25 カタール
26 チリ
27 バーレーン
28 ブラジル
29 ボリビア
30 メキシコ
31 ＥＵ
32 アイスランド
33 スイス
34 リヒテンシュタイン
35 ノルウェー
36 セルビア
37 タイ
38 カナダ
39 マレーシア
40 コロンビア
41 ペルー
42 イスラエル
43 イラン
44 インド
45 ウクライナ
46 トルコ
47 ネパール
48 パキスタン
49 フィリピン
50 ミャンマー
51 ニュージーランド
52 ベトナム
53 豪州
54 エクアドル

：輸入停止(７)

：日本の出荷制限品目を輸入停止（３）

：放射性物質検査証明(２１)

：産地証明(０)

：輸入国側での検査強化（全ロット検査、又は、サンプル検査）(７)

：輸入国側での通常レベルの検査

（　　　）の数字は、福島県についての数。

その他長野 東京 山形 山梨 神奈川 静岡 鹿児島北海道兵庫 愛媛茨城 青森栃木 群馬 千葉 埼玉 宮城 新潟 愛知 三重 熊本福島 岩手 秋田都道府県
国・地域
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一方で、我が国からの輸出額上位５カ国（地域）に含まれている、香港、台湾、中

国、韓国においては、未だに福島県やその他の一部地域からの日本産農林水産物・食品の

輸入停止措置が維持されており、輸出拡大を図る上での大きな阻害要因となっている。こ

れらの国・地域に対しては、国際会議等の機会や在外公館・在京大使館等を通じて、EU

の規制緩和についての情報等を提供しつつ、重点的に輸入規制緩和・撤廃を働きかけてい

るところである。 

 

●主な輸出先国・地域における放射性物質に係る輸入停止措置（平成 28年７月現在） 

 

 

このうち台湾については、事故発生後、５県（福島、茨城、栃木、群馬、千葉）産の

全ての食品の輸入を停止しており、更に、昨年５月 15日に追加的な輸入規制強化を実施

した。我が国からは継続的に資料や各種データを提供してきており、台湾側にはそれら

に基づく科学的評価を求めてきた。今後も粘り強く規制の緩和・撤廃を求めていく予定

である。 

 

中国については、事故発生後、12都県（福島、茨城、栃木、群馬、千葉、埼玉、宮城、

新潟、長野、東京、山形、山梨）産の全ての食品の輸入を停止し、平成 23（2011）年６

月には２県（山形、山梨）産の輸入停止を解除したが、現在まで、10 都県産の全ての食

品の輸入停止が続いている。また、10都県以外の野菜、果実、乳、茶葉及びこれらの加

工食品等についても、放射性物質の検査証明書の様式（検査項目等）が未合意であるた

め、事実上輸入停止状態となっている。我が国からは継続的に資料や各種データを提供

し、中国側に科学的根拠に基づく規制の撤廃・緩和を求めてきたところであり、今後も

粘り強く規制の緩和・撤廃を求めていくこととしている。 

 

また、韓国については、平成 25（2013）年９月、青森、岩手、宮城、福島、茨城、栃

木、群馬、千葉の８県産の水産物を輸入停止にする等、日本産農林水産物・食品に対す

る輸入規制を強化した。これを受け、我が国は、二国間協議や、世界貿易機関（WTO）の

衛生植物検疫(SPS）委員会における説明のほか、韓国側が設立した「専門家委員会」に

よる現地調査の受入れなどに取り組んできた。しかしながら、韓国側から規制撤廃に向

けた見通しが示されないことから、平成 27（2015）年５月に WTO協定に基づく協議を要

請し、さらに同年８月に WTO紛争解決小委員会（パネル）の設置要請を行い、同年９月
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にパネルが設置された。我が国としては、今後とも WTOのルールに則ってパネルの手続

を進めていくとともに、韓国への二国間での働きかけを継続していくこととしている。 

 

（２）動植物検疫協議への対応 

日本産の農畜産物に対するニーズがある国・地域や、事業者が輸出したいと考える

国・地域において、日本産農畜産物の輸入が検疫上の理由から禁止されている場合が

ある。また、輸入が認められている国・地域でも、品目によっては厳しい条件が課さ

れている場合もある。これらの国・地域における日本産農畜産物の輸入解禁や条件緩

和を実現するためには、輸入解禁又は条件緩和を相手国・地域に要請し、輸出条件に

ついて協議を行う必要がある。 

輸入解禁や条件緩和のためには、病害虫や疾病に関して科学的知見に基づくリスク

評価等が行われることから、要請から合意に至るまで数年以上を要する。特に、相手

国・地域で発生がない病害虫や疾病が日本で発生している場合には、協議が相当長期

に及ぶ場合もある。なお、植物は、動物と異なり、国ごとに病害虫が異なるため、検

疫協議の対象となる病害虫を確定するのに時間を要する。 

農林水産省では農林水産物・食品の国別・品目別輸出戦略に位置付けられた品目、

国・地域を中心に、動植物検疫協議を実施し、着実に成果を上げてきたところであ

り、今後は、農林水産業の輸出力強化戦略も踏まえ、検疫交渉を実施していくことと

している。 

 

●平成 26（2014）年以降の実績及び平成 27年度輸出戦略実行委員会において優先的に対応すること

とした国・地域及び品目 

 平成 26（2014）年以降の実績 平成 27年度輸出戦略実行委員会において優先的

に対応することとした国・地域及び品目 

農産物 

・【米国】うんしゅうみかん検疫条件緩和（2014

年 11 月） 

・【豪州】ぶどう輸出解禁（2014年 12 月） 

・【ﾍﾞﾄﾅﾑ】りんご輸出解禁（2015年９月） 

・【タイ】かんきつ類検疫上の生産地域に三重県

追加（2016年１月） 

・【豪州】玄米輸出解禁（2016年５月） 

・【タイ】かんきつ類検疫上の生産地域の追加 

・【ﾍﾞﾄﾅﾑ】なし輸出解禁 

・【米国】かき輸出解禁、メロン輸出解禁、りん

ご検疫条件緩和、なし検疫条件緩和、うんし

ゅうみかん検疫上の生産地域の拡大 

・【EU】ゆず検疫条件緩和、黒松盆栽輸出解禁 

・【台湾】トマト輸出解禁 

・【カナダ】りんご（ふじ以外）輸出解禁、なし

（鳥取県以外）輸出解禁 

・【ﾌﾞﾗｼﾞﾙ、ﾍﾟﾙｰ、ﾁﾘ、ｲｽﾗｴﾙ、南ｱﾌﾘｶ】生果実

の携行輸出解禁 

畜産物 

・【ﾒｷｼｺ】牛肉輸出解禁（2014年２月） 

・【ﾆｭｰｼﾞｰﾗﾝﾄﾞ】牛肉輸出解禁（2014年２月） 

・【ﾌｨﾘﾋﾟﾝ】牛肉輸出解禁（2014年３月） 

・【ﾍﾞﾄﾅﾑ】牛肉輸出解禁（2014年３月） 

・【ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ】牛肉検疫条件緩和（2014年３月） 

・【EU】牛肉輸出開始（2014 年６月） 

・【ｶﾀｰﾙ】牛肉輸出解禁（2014年７月） 

・【ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ】牛肉輸出解禁（2014年 11 月） 

・【タイ】牛肉月齢制限撤廃 

・【台湾】牛肉輸出解禁 

・【中国】牛肉、鶏肉、鶏卵、乳製品輸出解禁 

・【豪州】牛肉輸出解禁 

・【ﾏﾚｰｼｱ】牛肉、鶏肉輸出解禁 

・【中東（UAE、ｶﾀｰﾙ、ﾊﾞｰﾚｰﾝを除く）】牛肉輸出

解禁 

・【チリ】牛肉輸出解禁 
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・【ロシア】牛肉輸出解禁（2014年 12 月） 

・【香港】牛肉検疫条件緩和（2015 年１月） 

・【ﾊﾞｰﾚｰﾝ】牛肉輸出解禁（2015年３月） 

・【ﾍﾞﾗﾙｰｼ】牛肉輸出解禁（2015年７月） 

・【台湾】家きん卵・卵製品輸出解禁（2015年 10

月） 

・【ﾐｬﾝﾏｰ】牛肉輸出解禁（2015年 10月） 

・【豪州】常温保存可能な牛肉製品輸出解禁

（2015年 11 月） 

・【ﾌﾞﾗｼﾞﾙ】牛肉輸出解禁（2015年 12 月） 

・【ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ】牛肉・豚肉の携帯品（おみやげ）

の簡易証明による輸出解禁（2016年１月） 

・【ペルー】牛肉輸出解禁 

・【ﾌﾞﾙﾈｲ】牛肉輸出解禁 

・【米国】豚肉、鶏卵 

・【EU】豚肉 

・【インド】鶏肉 

・【イスラム圏（ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ、ｻｳｼﾞｱﾗﾋﾞｱ他）】鶏肉 

・【マカオ】鶏卵、牛肉月齢制限撤廃 

・【フィリピン】鶏卵 

・【韓国】鶏卵 

・【ロシア】鶏卵 

 

（３）食品安全に関する規制の強化への対応 

 食品安全に関する規制として、日本の主要な輸出先国・地域においては、輸出国の食

品事業者に対して、HACCP（危害要因分析・重要管理点）1に基づく衛生管理を義務化す

る流れにあることから、日本国内における HACCP 対応は、輸出促進の観点からも急務で

ある。 

日本においては、これまでも HACCPに基づく工程管理を推進しており、大企業の HACCP

導入率は７～８割となっているが、中小企業では３割強にとどまっている。こうした状

況を踏まえ、HACCP の導入を一層促進するため、食品の製造過程の管理の高度化に関す

る臨時措置法等によって、HACCPを導入しようとする事業者への支援を行っている。 

 また、厚生労働省においては、HACCP を制度化するための具体的な枠組み等について

の検討会を平成 28（2016）年３月に立ち上げたところである。 

このほか、HACCP に基づく衛生管理を含む食品安全に関する規制に関し、農林水産省

は、HACCP の導入を進め、国内の食品安全への取組を向上させるとともに、海外から評

価される環境を整え競争力劣後を防止するという考えの下、平成 27年１月に、有志の食

品関係事業者（45 社：平成 28 年１月時点）とともに「食品安全マネジメント等推進に

向けた準備委員会」を立ち上げた。この準備委員会において約１年間行われてきた、国

際的に通用する HACCP を含む食品安全管理の規格・認証の仕組み等についての議論を踏

まえ、平成 28年４月に、新たに構築する食品安全マネジメント規格・認証スキームにつ

いての提言を含む「食品安全マネジメント等推進に向けた準備委員会 最終とりまとめ」

を公表したところである。 

（http://www.maff.go.jp/j/shokusan/kikaku/kokusai/junnbi1.html） 

HACCP に基づく衛生管理を含む食品安全に関する規制は、国・地域毎に異なることか

ら、輸出先国・地域の規制の内容を把握しておくことが重要である。以下に日本の主な

輸出先国である米国、中国等の食品安全制度について記載する。 

（ア）米国 

  米国においては、一部の食品（水産物及びジュースの加工・輸入、食肉及び食肉製

品）に HACCPによる衛生管理が、これまでも義務化されていたところ、平成 23（2011）

                                            
1 Hazard Analysis and Critical Control Point の略。原料受入から最終製品までの各工程で、微生物による

汚染、金属の混入等の危害を予測（危害要因分析：Hazard Analysis）した上で、危害の防止につながる

特に重要な工程（重要管理点：Critical Control Point）を継続的に監視・記録する工程管理のシステム。 
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年１月に成立した「食品安全強化法（FSMA）」の規則では、それら以外の品目も含め、

米国内で消費される食品を製造、加工、包装、保管する全ての施設について、HACCPの

概念を取り入れた予防的管理の計画・実行（103条 食品安全計画）等が内外無差別で

義務付けられることになっている（平成 28（2016）年９月から順次施行の見込み）。 

FSMA に対応しなければ、全ての国が米国に輸出することができなくなってしまう。

一方で、米国の食料輸入実績は年々増加しており、日本からの輸入量が占める割合は

平成 26（2014）年段階で１％未満である。 

このため、FSMAに積極的に対応することにより、我が国からの更なる輸出量の増

加が期待できる状況になっているとも考えられることから、農林水産省のホームペ

ージにおいて、FSMA の基本的事項について記載した資料「米国への農林水産物・食

品の輸出に取組む皆様へ ～米国食品安全強化法(FSMA）が本格施行されます～」を

掲載し、このような状況についての周知を図っているところである。

（http://www.maff.go.jp/j/shokusan/export/pdf/20160120_fsma.pdf） 

 

 

●米国食料輸入実績           ●米国食料輸入国別構成比 

（2014 年、金額ベース） 

 

 

  

 

 

FSMA については、さらに、日本貿易振興機構（JETRO）のウェブサイトやセミナー

等を通じて、事業者への情報の提供、周知を図っているところである。中でも、平成

28（2016）年２月に開催されたセミナーでは、招へいされた FDA担当官に対し、国内

事業者から多くの質疑がなされたことからも、国内事業者の高い関心が窺える。 

また、平成 27（2015）年９月から農林水産省 FSMAメールマガジンの配信を開始し、

最新情報の提供を行っている。配信の登録、バックナンバーの確認については以下の

ウェブサイトにて行うことができる。 

（http://www.maff.go.jp/j/shokusan/export/e_fsma_mailmaga/index.html） 

  

（100 万 USD） 

（

年

） 

日本，0.5％ 
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●FSMAの主な内容と適用対象品目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●FSMAの施行スケジュール 

 

 

 

 

 

 

2014年 2015年 2016年

103条
食品安全

計画

2013年 2017年

猶予期間（２年）

猶予期間（18ヶ月）

（注２） 103条施行後は、FDAによる海外の食品製造施設の査察時に、HACCP計画等の
確認が必須となる（現在は、GMP（製造管理・品質管理基準）等のチェックが主。）

パブコメ

パブコメ

パブコメ

パブコメ 猶予期間（12ｹ月）

規
則
案
公
表

１
月

パ
ブ
コ
メ
終
了

月
１１

パ
ブ
コ
メ
終
了

月

１１規
則
案
公
表

１
月

規
則
案
公
表

７
月 パ

ブ
コ
メ
終
了

１
月

パブコメ

規
則
案
公
表

７
月 パ

ブ
コ
メ
終
了

１
月

規
則
案
公
表

月

１２ パ
ブ
コ
メ
終
了

６
月

最
終
規
則
化

９
月

最
終
規
則
化

11
月

最
終
規
則
化

11
月

最
終
規
則
化

11
月

※別途「モデル認定基準」公表後に施行予定

最
終
規
則
化

５
月

105条
農産物の

安全に係る
取扱基準

301条
FSVP

307条
3rd Party

106条
Food Defense

12

パ
ブ
コ
メ
期
間

月

パ
ブ
コ
メ
期
間

月

12

12

猶予期間（１年）

猶予期間は
11月迄

猶予期間は
４月迄

規
則
案
公
表

9
月

規
則
案
公
表

9
月

規
則
案
公
表

9
月

猶予期間は
９月迄

猶予期間は
5月迄

（注１） 原則として、上記の猶予期間に加えて、企業規模（“Very Small 
Business”等）に応じて、更に1年等の猶予期間が設けられている。

パ
ブ
コ
メ
期
間

月

食品安全計画策定等
農産物の安全に

係る取扱基準

外国施設への

FDA検査の強化
FDAへの施設登録

海外供給事業者検証

プログラム

(103条) (105条) (201/306条) (102条) (301条)

農産物

 穀物（コメ、麦等）、茶 △1 × ○ △２ ○

 野菜（長芋（Yam）を含む） × ○ ○ × ○

 野菜（未加工で消費されることが

　殆ど無いもの（例：ワサビ等））
× × ○ × ○

 野菜加工品 △３ × ○ ○ ○

 果実 × ○ ○ × ○

日本酒 （○*） × － ○ ×

水産物 （○*）但し海藻類は○ × ○ ○ （○*）但し海藻類は○

加工食品 ○ × ○ ○ ○

肉、肉加工品、卵 （○*） × × × ×

○：適用されます　×：適用されません　（○*）：別法で既に義務化済、導入済　－：不明（今後に確認予定）

△1：農場での生産活動に基本的には適用されませんが、穀物の流通・消費に係る活動や、製茶プロセス等には適用されます。

△
2
：基本は適用されませんが、△

1
にて該当する活動・プロセスには適用されます。

△
3： 

農場での加工品でも、出資比率/規模/リスクによっては適用されるケースがあります。

○： 今後、動向を確認する必要がありますが、米国内の農場に実際にFDAが検査に来たケースは無いと聞いています。

FSMAの主要事項の概要については、以下のホームページ（HP）を参照下さい。

品目　　　　　　　　事項

http://www.maff.go.jp/j/shokusan/export/index.html#fsma_top 
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（イ）中国 

中国においては、改正食品安全法が平成 27（2015）年 10 月に施行された。具体的

な基準等を示す関連法令については段階的に整備されていく見込みである。主に中国

国内の事業者の食品の生産・販売プロセス等の管理を強化（生産の各プロセスにおけ

る管理体制の確立やトレーサビリティ・システムの構築の義務付け、違反した場合の

罰則の強化等）する内容となっているが、我が国の輸出事業者等にも間接的な影響（育

児用粉乳など一部の品目については直接的な影響）が想定されるため、引き続き関連

法令の整備の状況を注視し、事業者に対して情報提供、周知することが重要である。 

 （ウ）韓国 

  韓国においては、平成 28（2016）年２月に輸入食品安全管理特別法が施行され、平

成 28（2016）年８月以降、韓国に輸出される全ての食品の製造業者に対して登録制が

導入されるほか、韓国当局が必要と認めた場合、海外の食品製造事業者に対して現地

査察を行うことができるとするなど、安全管理を強化する動きにある。本件について

も、引き続き関連法令の整備の状況を注視し、事業者に対して情報提供、周知するこ

とが重要である。 

（エ）その他の国・地域 

EUでは、一次産品を除く全ての食品の生産、加工、流通事業者に HACCPの概念を取

り入れた衛生管理を義務付けている（平成 18（2006）年完全適用）。その他、台湾で

は一部の事業者（食肉加工事業者、乳製品加工事業者、水産食品事業者）に対して HACCP

が義務化されており、韓国、カナダ、オーストラリア、ニュージーランド等でも一部

の食品又は事業者に対して HACCPに基づく製造が義務化されている。 

 

（４）残留農薬基準への対応 

農林水産物・食品を輸出するに当たっては、その商品が相手国・地域の求める基準を

満たしていることが大前提となる。食品中の残留農薬基準値は、消費者の健康を保護し

つつ、各国・地域で定める方法で農薬を使用して、農産物中にそれ以上残留することが

考えられない濃度として設定されている。国・地域によって、栽培される作物や、気象、

栽培条件により、発生する病害虫が異なるため、使用する農薬や使用方法が異なる。例

えば、茶は、米国、EU ではほとんど栽培されないため、使用できる農薬の種類が少なく、

使用できる農薬であっても日本と基準値が異なるものもある。このため、日本で通常流

通している作物を輸出したとしても、輸出先国・地域での基準に違反する場合がある。 

 

我が国からの輸出額第１位である香港では、平成 26（2014）年８月から残留農薬のポ

ジティブリスト制2が導入されたが、日本で青果物や茶の生産に使用されている多くの農

薬の残留農薬基準値が設定されておらず、また、残留農薬基準値が定められていない農

薬については一切検出されてはならないという規則になっている。 

また、我が国からの輸出額第３位である台湾においても、残留農薬のポジティブリス

ト制が導入されており、香港と同様、残留農薬基準値が定められていない農薬について

は一切検出されてはならないこととされている。さらに、検出されてはならない農薬が

検出されたり、残留値が基準値を超えたりすると、水際での検査が強化されることとな

っており、平成 28（2016）年３月現在、日本産しそは全ロット検査、かんしょ、メロン

                                            
2 食品中に残留する農薬等について、一定量以上の農薬等が残留する食品の販売等を禁止する制度。農薬等 

は原則禁止を前提に、使用を認めるものについてリスト化する（ポジティブリスト）方式。 
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はサンプル頻度強化措置が採られている。このような検査の強化は、輸送時間の増加に

繋がるばかりか、最も厳しい措置として対象品目の輸入停止もあり得ることから、事前

の十分な配慮が必要である。 

加えて、我が国からの輸出額第５位である韓国においても、平成 30（2018）年 12 月

（ナッツ、熱帯果実については平成 28（2016）年 12 月施行）を目標に残留農薬のポジ

ティブリスト制の導入を検討しているところである。 

 

 輸出先国・地域の残留農薬基準に対応した、総合的病害虫・雑草管理（IPM）等の生産

体系の構築等を行うことが必要であるが、代替農薬等が無く、使用せざるを得ない農薬

がある場合には、相手国・地域に対して当該農薬に関するインポートトレランス3の設定

を申請していく必要がある。 

 なお、輸出先国・地域の残留農薬基準値が変更されることがあるため、常時関係情報

等を収集し、生産者等に提供していく必要がある。 

 

（５）知的財産侵害への対策 

日本産農林水産物・食品の世界的な評価の高まりを背景に、中国等において、我が国

の地名等が商標登録出願される事例や、市場に我が国の農林水産物・食品のブランドイ

メージに便乗した模倣品や産地偽装が疑われる商品が流通するといった事例が確認さ

れている。他国・地域において我が国の地名等が商標として登録された場合、その商標

と同一又は類似の地名を付して販売すると権利者から警告・提訴される可能性がある。

また、近年では、日本食等に関する日本での一般名称が、海外においては需要者に一般

名称として必ずしも認識されていないために、商標登録されるといった事例も生じてい

る。さらには、日本国内で育成・品種登録された種苗が、育成者権者に無断で品種保護

制度のない国・地域や当該植物を保護対象としていない国・地域に持ち出され、現地で

生産されるといった事例も生じており、我が国の農林水産物・食品の輸出促進を図る上

で、これらの知的財産の侵害が大きな支障となる可能性がある。 

  

こうした状況を踏まえ、農林水産省では、海外での知的財産権取得や第三者による商

標出願に関する情報把握等を行うため、海外における知的財産制度や我が国農林水産

物・食品の模倣品の発生状況等に関する現地調査や、食品企業の知的財産担当 OB等を活

用した国・地域別担当者（相談窓口）の設置等を含む「農林水産・食品知的財産保護コ

ンソーシアム」の立ち上げ、「農林水産省知的財産戦略 2020」の策定・公表など、知的

財産侵害への対策を強化している。 

 

国内の制度としては、平成 27（2015）年６月には地理的表示（ＧＩ）保護制度がスタ

ートし、平成 28（2016）年７月時点であおもりカシス（登録番号第１号）他 14 件が地

理的表示として登録された。 

また、東南アジア諸国・地域の中には、植物品種保護制度が十分に整備されていない

国・地域が多いため、平成 20（2008）年より ASEAN＋日中韓からなる「東アジア植物品

種保護フォーラム」を設置し、植物の新品種の保護に関する国際条約（UPOV条約）に準

拠した植物品種保護制度の整備及び円滑な運営を図るための協力活動を続けている。 

                                            
3 海外で使用が認められている農薬等について、申請国・地域に登録がなくても設定される残留基準のこ

と。 
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（６）ハラール認証の取得への対応 

 世界人口の４人に１人がムスリムと言われており、世界全体の人口増加スピードより

もムスリムの人口増加スピードが速いことからも、イスラム圏の市場は益々拡大してい

くと見込まれる。この巨大なイスラムの食市場に進出していく上で、「ハラール認証」に

対して注目が集まっている。 

 

 ハラールとは、イスラムの法において「合法」を意味し、ハラール食品とは、イスラ

ムの法に基づいて食べることを許された食品を意味する4。ハラールではない主なものと

しては、豚や犬、牙を持つ動物、イスラムの法に基づくと畜法によらず死んだ動物の肉、

酒などが挙げられる。 

「ハラール認証」とは、その食品がハラール食品であることを確認、認証する仕組み

であるが、各国・地域又は各国・地域内の主要なイスラム団体が定めた宗教上の規格で

あり、基本的には輸入規制ではない。中東湾岸諸国においてはハラール認証の有無にか

かわらず、原則的にハラールでない食品は市場には流通していない。例えば、サウジア

ラビアでは豚肉や酒は輸入禁止品目となっているが、東南アジア等においては、牛肉・

鶏肉等を除き、ハラールでない食品も輸入・販売可能となっている。 

 一方、イスラム圏への牛肉輸出のためには、家畜衛生条件のみならず、一般的にハラ

ール認証取得が条件となる。国・地域により基準は異なるが、周囲に豚関連施設がない

等の条件を満たす食肉処理施設において、イスラムの法に基づいたと畜を行うといった

条件をクリアする必要があり、ハラールに対応するための食肉処理施設整備の支援等を

講じてきたところである。しかし、日本の牛肉処理施設の大半は豚の処理も行っている

ことから、ハラール認証取得が困難なのが実態である。平成 26（2014）年 11 月には、

ムスリム人口世界最大のインドネシア向け牛肉輸出が解禁され、同国の基準でハラール

認定された１施設からの輸出が可能となった。今後もイスラム圏への輸出拡大が期待さ

れる。 

前述のとおり、牛肉・鶏肉等由来のものを除き、加工食品・水産加工品の輸出につい

ては必ずしもハラール認証取得が条件ではないが、ハラール認証を取得することにより、

輸出できる地域・市場の拡大が期待される。しかし、ハラール認証は各国・地域（各認

証機関）によって基準・制度が異なっているため、ハラール食品として輸出・販売する

ためには、それぞれの国・地域（認証団体）ごとに認証を取得する必要がある。そのた

め、国・地域及び品目ごとに確認と対応が必要となることから、各国・地域のハラール

認証制度の調査・情報提供（参考：JETROウェブサイト https://www.jetro.go.jp/world/qa/04A-

090901.html）等を通じて、ハラール認証の取得を目指す事業者等を支援している。 

●ハラール認証のマーク（例） 

 

 

 

   【マレーシア・JAKIM】  【インドネシア・LPPOM-MUI】 

                                            
4 イスラムの法とは、ムスリムが従って生きることになっている神の命令とされているものであり、ムスリ

ムの社会生活の全ての領域、出生・結婚・死亡など個人の人生の節目に関しても、イスラムの法が様々な規

定を与えている。なお、「ハラール」の規定は、基本的には、法律（世俗法）ではなく、宗教上の規定であ

り、成文化されておらず、詳細な内容は国や地域によって異なる。 
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（７）有機同等性の承認の取得への対応 

 輸出先国・地域における消費者の嗜好等を踏まえ、有機栽培等に取り組む生産者が増

えつつある。原則として、「有機」の名称を表示して海外で商品を販売するためには、当

該国・地域の有機規格に適合することの審査を受け、認証を得ることが必要となる。こ

れは有機食品の輸出に取り組もうとする事業者の負担となることから、農林水産省では、

両国・地域の有機認証体制が同等である旨を認める「有機制度の同等性」に関する協議

を諸外国・地域との間で進め、これまでに EU、米国、カナダ、スイスとの間で同等性を

相互に認めた。これによって、これらの国・地域への輸出に際しては、日本で有機認証

を取得すれば、商品に「organic」等と表示して輸出できることとなっている。 

 有機制度の同等性を活用することにより、緑茶、こんにゃく、梅加工品（梅干し等）、

大豆加工品（みそ、醤油）、もち等の有機食品が我が国から輸出されている。今後も有機

農産物等の輸出促進に向け、有機事業者の輸出ニーズを踏まえつつ、諸外国・地域から

の有機同等性の承認の取得や、既に同等性を取得した国・地域への輸出条件の改善等を

図っていくこととしている。 

 

（８）その他の課題 

（ア）卸売市場を拠点とした輸出促進 

卸売市場は、農水産物の集荷・販売における主要拠点として輸出に果たす役割が

期待される一方で、代金決済リスクや海外の卸売市場・会社との提携、品質管理及

び鮮度保持のための施設整備、輸出手続の簡素化などの課題が指摘されているとこ

ろである。そのため、輸出戦略実行委員会卸売市場部会では、これら課題の実情の

把握と対応方向の洗い出しを行い、平成 27 年度「国際農産物等市場構想推進事業」

を通じて、それら対応方向に沿った取組結果について検証し、以下の報告が得られ

たところである。 

・ 卸売市場において各種輸出手続の集約を図ることにより、手続の迅速化及び商

品の速やかな輸送が実証された。 

・  海外の販売店において、現地産や他国産と比べ、商品の日持ちの点で劣らない

上、品質・美味しさの点で優位な評価が得られた。 

・ 青果、水産、花きの各卸売会社共同による海外での展示会に参加するとともに、

また、海外バイヤーを日本の卸売市場に招へいし、市場関係者や生産者との意見

交換を行ったことで、海外バイヤーに対し、卸売市場が持つ「目利き」や「集荷

力」の機能、生産現場の取組についてＰＲできた。 

・ 今後の課題として、混載による輸出コストの低減、輸出手続のワンストップ化

等による品質・鮮度維持の取組、商談会への参加等を継続し、取引先の開拓・拡

大を図っていく。 

 

また、輸出戦略実行委員会卸売市場部会においては、農水産物の集荷・販売の主

要拠点である卸売市場は、輸出において生産者・仲卸業者等が抱える問題点の払拭、

バイヤー等のニーズに対応するため、①現地情報等の取得サポート、②販路開拓の

推進、③輸出手続サポート、④大ロット・鮮度保持・混載輸送推進、⑤代金決済リス

クサポート、といった機能を発揮することにより、農林水産物の輸出を促進するこ

ととされた。 
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さらに、上記を踏まえ、卸売市場の目指す機能をいかに発揮していくか、「各卸売

市場の実情にあった機能の詳細設定」、「卸売市場向けの積極的な情報開示や情報提

供機会の充実」、「各卸売市場に応じたシームレスなサポート体制の構築・提供」、「輸

出手続ワンストップ化の推進」、「卸売市場に応じた品質保持機能の向上」、「代金決

済リスクにおける成功モデルの構築」、「他部会と連携した情報発信」、「国内卸売市

場間連携の検討」といった項目について検討を継続することとされた。 

 

（イ）物流 

輸送中の品質保持や物流コストの一層の低減を図る必要がある。例えば海上輸送

は低コストでの大量輸送が特徴であるが、輸送日数が長くなるため、輸送中の鮮度

保持が課題となる。物流事業者や輸出事業者等により課題解決を図る様々な取組が

行われており、平成 27（2015）年度は特に鮮度保持に着目し、国際輸送に関わる課

題を解決する技術・事例を収集し、「農林水産物・食品輸出の手引き～国際輸送の鮮

度保持技術・事例を中心に～」として取りまとめた。今後も国際輸送に関わる技術・

事例を収集していくと共に、新たな技術の開発・実証も支援していくこととしてい

る。 

 

（ウ）その他 

品目横断的に様々な課題が存在する国がある。例えばインドネシアでは、加工品

については ML 番号制度、青果物・食肉・加工品の一部については輸入ライセンス

制度、青果物については輸入港制限や生産国認定制度等、品目ごとに様々な課題が

ある。インドネシアは、今後更なる人口増加と経済発展が見込まれることから、こ

のような課題は我が国の農林水産物・食品の輸出を拡大していく上で大きな阻害要

因である。各課題については、優先順位を設定し、我が国からインドネシア政府に

対して働き掛けを行っているところである。  
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２．主な品目の輸出環境課題を巡る状況 

（１）コメ・コメ加工品 

①輸出実績 

 コメ及びコメ加工品（米菓、日本酒）の輸出額は全体で、対前年＋19.2％の 201億円

（2015 年）と大幅に増加した。このうち、コメについては、全体として、日本食レス

トラン、寿司屋、おにぎり屋といった、コメを扱う外食店向けの需要が好調であったこ

と、東南アジア地域で、日系百貨店・スーパーの新規出店が相次いでおり、そうした店

舗が取り扱う日本産米の輸出が増加したこと、香港、シンガポール等で、玄米で輸出し、

現地で精米して販売するビジネスが引き続き好調であったこと等から、対前年比＋

56.4％の 22億円となった。米菓（あられ、せんべい）については、輸出額１位の台湾

向けについて、日本産食品の輸入規制が強化されたことから、輸出額が減少し、対前年

比－1.9％の 39 億円となった。日本酒については、米国や香港向けを中心として着実

に増加し、特に、中国からの旅行客の影響により需要が増えたこと等から、対前年比＋

21.8％の 140億円となった。 

 

●コメ・コメ加工品の輸出額の推移（国・地域別） 

 

 

 

●コメ・コメ加工品の輸出額の推移（品目別） 
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②主要国・地域における輸出環境課題 

 放射性物質に係る輸入規制【台湾、中国、韓国】 

 我が国からの輸出額上位である台湾、中国、韓国を始め、一部の国・地域において、

輸入停止や放射性物質検査証明書等の要求といった放射性物質に係る輸入規制が残っ

ているが、平成 28 年１月に EU が大幅な緩和を行うなど、徐々に規制緩和が進んでお

り、更なる規制の緩和・撤廃に向け、引き続き取り組んでいるところである。 

 

 精米・燻蒸施設の認定取得【中国】 

 中国側が認可した指定精米工場におけるカツオブシムシの無発生調査や精米と登録

くん蒸倉庫でのくん蒸が主な解禁条件として合意済みであるが、指定施設の追加に係

る中国側手続きが進んでいないため、施設が増えていない。現状では、指定精米工場１

か所と登録くん蒸倉庫２か所のみである（処理能力約 7,000 トン/年）。現在ある施設の

輸出余力を活用することはもとより、輸出ができるチャネルを増やすことが輸出の促

進には不可欠であることから、指定施設の追加も重要である。 

 

 包装米飯の製造工程に関する承認【米国】 

 我が国に流通している包装米飯（パックご飯）を米国向けに輸出する場合、現在の米

国の基準では、酸味料を添加し、pH を 4.6 以下に低下させた商品については、常温で

米国側への輸入が認められているが、酸味料を添加していないものについては、常温で

の輸入は認められていない。 

常温での輸出を可能とするためには、事業者による申請において、製造施設を米国医

薬食品局（FDA）に登録するとともに、製造工程においてボツリヌス菌が死滅する管理

措置等が採られていることを証明し、製造工程について FDAの承認を得る必要がある。 

現在、酸味料による pH調整を行わない包装米飯を常温で米国に輸出したいとの意向

を有する事業者の検討に対し助言を行い、FDA から承認を得られるよう取り組んでいる

ところである。 

 

 

（２）青果物 

①輸出実績 

 青果物の輸出額は 235億円（2015年）と対前年比＋44.2％増加している。輸出先国・

地域別では、台湾向けが 133億円(前年比＋37.4%)と突出しており、香港、米国を合わ

せた上位３カ国・地域で輸出全体の９割弱を占める構造となっている。また、品目別で

は、りんご、ながいもを合わせた上位２品目で輸出全体の７割を占めている。特にりん

ごの輸出は、作柄が良かったことから前年比＋55.0%の 134億円と大きく増加している。 
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●青果物の輸出額の推移（国・地域別） 

 

 

●青果物の品目別輸出額（2015年） 
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②主要国・地域における輸出環境課題 

 残留農薬基準への対応【台湾、香港】 

 青果物の輸出額上位１、２位を占める台湾、香港における残留農薬基準への対応が大

きな課題である。 

台湾では、残留農薬のポジティブリスト制が導入されており、基準値が定められてい

ない農薬については一切検出されてはならない規則になっている。そのため、台湾側の

水際検査において残留農薬が基準値を超える、あるいはリストに無い農薬が検出され

るといった違反があった場合には、改善計画の提出を求められたり、台湾当局の判断に

より、同一産地（最大で日本全域）からの青果物に対するサンプリングの頻度が増加

（最大で全量検査）したりするので、出荷前にあらかじめ検査を行って確認するなどの

十分な配慮が必要である。平成 28（2016）年３月現在、日本産青果物は、しそが全量

検査、かんしょ、メロンがサンプリング頻度強化の対象となっている。 

また、香港については、平成 26（2014）年８月から残留農薬のポジティブリスト制

が導入されたが、日本で使用されている多くの農薬の基準値が設定されておらず、台湾

と同様、基準値が定められていない農薬については一切検出されてはならない規則と

なっている。 

 輸出先国・地域の残留農薬基準に沿った国内での生産体系の構築を進めるためには、

品目ごとに輸出先国・地域の基準に対応した総合的病害虫・雑草管理（IPM）等の防除

体系を各産地で確立していく必要がある。しかし、防除体系を設定していく中で、対象

となる病害虫に対する代替農薬等が無く、使用せざるを得ない農薬については、必要性

や難易度などを踏まえて優先順位を検討の上、相手国・地域に対してインポートトレラ

ンスを申請していく必要がある。 

 

 放射性物質に係る輸入規制【香港、台湾】 

 我が国からの輸出額上位である香港、台湾を始め、一部の国・地域において、輸入停

止や放射性物質検査証明書等の要求といった放射性物質に係る輸入規制が残っている

が、平成 28 年１月に EU が大幅な緩和を行うなど、徐々に規制緩和が進んでおり、更

なる規制の緩和・撤廃に向け、引き続き取り組んでいるところである。 

 

 植物検疫 

 青果物を輸出するためには、植物検疫上、相手国・地域においてその品目の輸入が認

められていなければならない。輸入が認められていない品目を輸出可能とするために

は、相手国・地域との間で検疫協議を行い、科学的知見に基づいた検疫条件を設定する

ことが必要となる。 

検疫条件は、貨物、郵便物、携帯品の輸出形態ごとに定められることから、輸出形態

ごとに相手国と輸出解禁協議を行うこととなる。このため、輸出戦略実行委員会の決定

等に基づき、貨物を輸出形態とする協議を実施している。一方で、訪日旅行者等による

お土産品としての持ち出しを通じた海外への普及効果を狙う観点から、貨物での輸出

が見込まれない相手国に対して、携帯品の検疫条件設定の協議を開始している。さら

に、空港等における輸出検疫体制の整備を行っている。 

 

・検疫条件の設定（なし）【ベトナム】 

 ベトナムへの青果物輸出のためには、ベトナムが検疫対象病害虫を決定するための
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病害虫リスクアナリシス（Pest Risk Analysis）5を実施し、その上で対象となる病害

虫の検疫条件を両国間で協議・決定する必要がある。平成 27（2015）年９月にりん

ごについての検疫条件が合意され、輸出解禁となったため、新たに、なしの輸出解禁

に向けて協議を実施している。 

 

・検疫上の生産地域の追加（かんきつ類）【タイ】  

 タイへのかんきつ類（うんしゅうみかん、いよかん、はっさく等）の主な輸出条件

として、日本でミカンバエが発生していることから、生産地域の追加には、ミカンバ

エの発生が少なくとも３年間ないことを確認した上でのタイ側の認可が必要であり、

さらに、生産地域の認可後は、①園地及び選果こん包施設の登録、②ミカンバエの発

生調査の実施、③日タイ植物検疫当局の合同輸出検査の実施等が設定されている。現

在、指定生産地域の追加に取組んでいるところであり、平成 28 年（2016 年）１月に

は、既存の２地域の面積が拡大するとともに新たに３地域が追加され、タイが認める

輸出生産地域は、静岡県及び三重県内で 10 か所となった。引き続き、生産地域の要

望を踏まえて、輸出拡大に向けて、生産地域の追加に取り組んでいく。 

 

・携行品としての生果実の輸出解禁【ブラジル、ペルー、チリ、イスラエル、南アフ

リカ】 

 日本から輸送距離が長いなどの理由から、現時点で貨物での輸出は見込まれないが、

携帯品としての輸出については一定の需要が見込まれる国を対象に協議を開始して

いる。 

 

 植物由来の生鮮食品の輸出入に係る安全管理への対応【インドネシア】 

平成 27（2015）年２月 17日に制定された「植物由来の生鮮食品の搬出入にかかる

食品安全監督に関する農業大臣規程」により、インドネシアに生鮮果物、野菜等を輸

出する場合には、化学物質等の残留基準を満たすことを証明するため、以下のいずれ

かの方法を採ることが必要となっている。 

① 生産国における植物由来の生鮮食品（品目ごと）の安全性確保システムの認定（生

産国認定）を受け、その証明書を添付すること 

② インドネシア政府に登録された検査機関が発行する分析試験結果証明書を添付

すること 

生産国認定を取得するためには、日本政府からインドネシア政府に対し、GAP6が適

用されている生産地域、モニタリングの方法等を記載した申請書を提出する必要があ

るが、生産国認定を取得すれば、認定から３年間、分析試験は不要となる。また、生

産国認定を受ければ、輸入港としての利用が禁止されているジャカルタ至近のタンジ

ュン・プリオク港を利用することが可能となる。我が国は、りんごについて平成 25

（2013）年５月に生産国認定を申請し、平成 28（2016）年４月に認定を受けた。分析

試験を行う検査機関についても、平成 28（2016）年３月に登録されており、農林水産

                                            
5 病害虫について、ある地域が植物を輸入するに当たり、その植物に寄生・罹病する病害虫について、輸出

国・地域で発生している種、それらが輸入国・地域へ侵入し、定着・まん延した場合の農林業等への経済的

影響を検討し、リスクが疑われる場合には、そのリスクに応じた検疫措置について検討する一連の流れのこ

と。 
6 Good Agricultural Practice の略。農業生産活動を行う上で必要な関係法令等の内容に即して定められる

点検項目に沿って、農業生産活動の各工程の正確な実施、記録、点検及び評価を行うことによる持続的な改

善活動。 
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省のホームページで確認できる。 

（http://www.maff.go.jp/j/shokusan/export/id_lab.html） 

 

 園芸作物の輸入ライセンスの取得【インドネシア】 

インドネシアが指定する生鮮野菜・果実やその調製品等をインドネシアに輸入する場

合、輸入業者は、インドネシア商業省から輸入許可証を取得する必要がある。輸入許可

証の取得に当たっては、事前に、インドネシア農業省から輸入推薦状を取得する必要が

あるが、輸入推薦状の申請（年２回のみ）に当たり、農場の登録情報又は GAPを実践し

たことについての認証書等の提出が必要となる。この農場の登録情報又は GAP を実践

したことについての認証書等の確認が厳格になり、また、申請がオンライン（インドネ

シア語）のみとなったことから、推薦状及び輸入許可証の取得が難しくなっているとの

声がある。 

平成 27（2015）年３月、米国及びニュージーランドは、本制度が不当であるとして、

世界貿易機関（WTO）にパネルの設置を要請し、平成 27年５月、パネルが設置された。

我が国はこの提訴に第三国として参加7しており、今後も関係国・地域と連携しつつ対

応していくことが必要である。 

 
 

（３）花き 

①輸出実績 

 植木・盆栽、鉢物、切り花を合わせた花き全体の輸出額は 81億円（2015年）と対前

年比▲4.2％減少している。これは、花き全体の輸出額の９割以上を占める植木等（植

木類、盆栽類、鉢物類）の輸出額が対前年比▲6.5％減少したためであり、その要因と

して、輸出先からの需要の多いイヌマキ等の大型植木の国内資源量が減っていること

等があるとみられる。なお、植木等の輸出先は、中国、香港、ベトナムの上位３カ国・

地域で全体の 80％を占めている。 

また、切り花は５億円と輸出額自体は少ないが、対前年比＋50.4％増加しており、香

港、米国、中国の上位３カ国・地域で輸出の 85％を占めている。 

  

                                            
7 WTO 協定に基づく紛争解決手続において、WTO 加盟国・地域が紛争解決を要請した案件に関して、当

事国以外の加盟国・地域が、当該案件に関心を有する場合に、第三国・地域として参加を要請することがで

きる仕組み。 

http://www.maff.go.jp/j/shokusan/export/id_lab.html


34 

 

●花きの輸出額の推移（国・地域別） 

 

 

②主要国・地域における輸出環境課題 

 植物品種保護のための法制度の整備及び運用の強化【中国、シンガポール】 

花きの主要国である中国は、植物の新品種の保護に関する国際条約（UPOV）について、

旧 UPOV条約8の締結国であるため、一部の植物のみが保護対象となっている。同じく花

きの主要国であるシンガポールについては、UPOV 条約を締結後 10 年が経過した平成

26（2014）年７月に全植物が保護対象となったものの、審査や制度運用の経験が浅く、

今後、実効ある植物品種保護制度の運用となるよう注視することが重要である。 

このため、引き続き、農林水産省は、東アジア植物品種保護フォーラムを通じた ASEAN

及び中国における植物品種保護制度の整備・充実に向けた支援・働きかけを行ってい

く。 

 

 検疫条件の設定（黒松）【ＥＵ】 

松盆栽のうち、五葉松がＥＵ向け（土付き可、隔離栽培 2年必要）、米国向け（土付

き不可、網室での隔離栽培 3年必要）に検疫条件を満たすことで輸出できるのに対し、

黒松は、台湾、シンガポール、トルコには輸出できるものの、ＥＵ及び米国では、検疫

上輸入禁止品目となっている。 

他方、欧米や中国等のバイヤーの中には、黒松について、五葉松以上に高い品格が

あると評価し、五葉松に比べて海外ではあまり流通していないこれら黒松を購買する

ことに意欲を持っている者も多く、日本からの黒松の禁輸措置の解除を要望する声が

高まっている。こうした中、ＥＵは、既に五葉松の土付きでの輸出を認めているところ、

黒松についても輸出が可能となるよう働きかけを行う上で有利であると見られている。

このため、黒松の検疫条件設定に向け、ＥＵと検疫協議を実施している。 

 

  

                                            
8 UPOV には新・旧の条約が併存しており、旧条約は保護対象が限定的であるなど保護のレベルが異な

る。 
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（４）茶 

①輸出実績 

 茶の輸出額は 101 億円（2015 年）と対前年比＋29.6％増加している。国・地域別で

は、米国向けが全体の約 43%（44億円）を占めており、対前年比＋27.7%と順調に増加

している。 

 

●茶の輸出額の推移（国・地域別） 

 

 

②主要国・地域における輸出環境課題 

 放射性物質に係る輸入規制【台湾】 

 我が国からの輸出額上位である台湾を始め、一部の国・地域において、輸入停止や放

射性物質検査証明書等の要求といった放射性物質に係る輸入規制が残っているが、平

成 28 年１月に EU が大幅な緩和を行うなど、徐々に規制緩和が進んでおり、更なる規

制の緩和・撤廃に向け、引き続き取り組んでいるところである。 

 

 残留農薬基準への対応【台湾、香港、EU、米国】 

 台湾、香港、EU、米国等の茶の主要な輸出先国・地域では、残留農薬のポジティブリ

スト制が導入されている。 

台湾では、基準値が定められていない農薬については、一切検出されてはならない規

則になっており、台湾で基準値が設定されていない農薬が検出される事案が、台湾での

検査の結果で多発しており、緑茶及び茶類調製品については、サンプル頻度強化（20％）

措置が採られている。 

また、香港では、平成 26（2014）年８月から残留農薬のポジティブリスト制が導入

されたが、日本で使用されている多くの農薬の基準値が設定されておらず、台湾と同

様、基準値が定められていない農薬については一切検出されてはならない規則となっ

ている。なお、現在のところ日本茶における残留農薬基準違反があったとの報告は公表

されていない。 

 

日本からの茶の輸出額の大きい米国及び EU においても、日本で使用されている農薬

の多くで基準値が日本より大幅に低く設定されており、それぞれに定められている残

留農薬基準値を超過しないことが必要となっている。 
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 輸出先国・地域の残留農薬基準に沿った国内での生産体系の構築を進めるためには、

各産地で輸出先国・地域の基準に対応した総合的病害虫・雑草管理（IPM）等の防除体

系を確立していく必要がある。しかし、防除体系を設定していく中で、対象となる病害

虫に対する代替農薬等が無く、使用せざるを得ない農薬については、必要性や難易度な

ど踏まえて優先順位を検討の上、相手国・地域に対してインポートトレランスを申請し

ていく必要がある。 

今後、さらに茶の輸出を促進していくために、農薬の輸出相手国での残留農薬基準に

対応した防除体系の確立とともに、日本の残留農薬基準値に基づいて輸出先国で基準

値を設定してもらう取組を進めることとしている。 

 
 

（５）牛肉 

①輸出実績 

 牛肉の輸出額は、複数の国・地域において日本産牛肉の輸出が解禁されたこともあ

り、110億円（2015年）と対前年比＋34.6％と大きく増加している。国・地域別では、

香港や米国、シンガポール向けの輸出が好調で、それぞれ対前年比＋49.1%、＋37.2%、

＋37.4%と大きく増加している。 

 

●牛肉の輸出額の推移（国・地域別） 

 

 

②主要国・地域における輸出環境課題 

 放射性物質に係る輸入規制【香港、台湾、中国】 

 我が国からの輸出額上位である香港、台湾、中国を始め、一部の国・地域において、

輸入停止や放射性物質検査証明書等の要求といった放射性物質に係る輸入規制が残っ

ているが、平成 28 年１月に EU が大幅な緩和を行うなど、徐々に規制緩和が進んでお

り、更なる規制の緩和・撤廃に向け、引き続き取り組んでいるところである。 

 

 日本産牛肉の輸入禁止（検疫協議）【台湾、中国、豪州】 

 日本産牛肉については、BSE（牛海綿状脳症）及び口蹄疫を理由に輸入を禁止してい
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る国・地域があるが、それらの国・地域と検疫協議を進め、着実に輸入解禁を達成して

いる。直近では平成 27（2015）年 10 月にミャンマー、同年 12 月にブラジルへの輸出

が解禁となった。現在も、日本産牛肉の輸入が禁止されている台湾、中国、豪州、イス

ラム圏（マレーシア、サウジアラビア）等と、日本産牛肉の輸出解禁に向けて検疫協議

を進めている。 

 

 月齢制限の撤廃【タイ、マカオ等】 

 日本産牛肉の輸入が認められている国・地域においても、BSEを理由に一定の月齢を

超える牛由来の牛肉の輸入は認めない月齢制限が設けられている国・地域がある。日本

の和牛生産においては、30 ヶ月齢を超えるまでの期間、肥育する場合も多く、香港、

マカオ及びタイと月齢制限撤廃に向けて検疫協議を継続してきた。平成 27（2015）年

１月、香港との検疫協議が終了し、香港に対して 30ヶ月齢以上を含めた全ての牛肉の

輸出が可能となった。引き続き、タイ、マカオにおける月齢制限撤廃に向け、検疫協議

を重点的に進めている。 

 

●2014年以降の輸出解禁及び検疫条件緩和の実績 

輸出解禁・開始 検疫条件緩和 

・メキシコ（2014年２月） 

・ニュージーランド（2014年２月） 

・フィリピン（2014 年３月） 

・ベトナム（2014年３月） 

・EU（2014年６月） 

・カタール（2014年７月） 

・インドネシア（2014年 11月） 

・ロシア（2014年 12月） 

・バーレーン（2015 年３月） 

・ベラルーシ（2015 年７月） 

・ミャンマー（2015 年 10月） 

・豪州（常温保存可能牛肉製品に限る）（2015 年 11月） 

・ブラジル（2015年 12月） 

・シンガポール（牛肉・豚肉の携帯品（おみやげ）の 

簡易証明による輸出）（2016年 1月） 

・シンガポール（2014年３月） 

・香港（2015年１月） 

 

 牛肉の特定の部位の輸入禁止【インドネシア】 

 平成 27（2015）年 12月、インドネシアは、一部の高級な部位（ヒレ、サーロイン

等）のみしか海外からの輸入を認めない規制を導入した。安価な部位については、イ

ンドネシアにおいて、牛肉の需給ひっ迫による価格高騰時等の場合に、輸入が認めら

れることがあるが、基本的に輸出をすることはできない。 

 平成 27（2015）年３月、米国とニュージーランドは、インドネシアによる本規制を

含む畜産物の輸入ライセンス制度が不当であるとして、共同で世界貿易機関（WTO）

に提訴し、同年 10月、WTOパネルが設置された。我が国はこの提訴に第三国として参

加しており、関係国・地域と連携しつつ対応していくことが必要である。  
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（６）加工食品 

①輸出実績 

 加工食品（調味料類、菓子類、清涼飲料水等）は 2,258 億円（2015 年）と対前年比

＋26.8％増加し、農林水産物・食品の輸出額の全体の約３割を占めている。主要な輸出

先は香港、米国、台湾等の日本食市場がある程度確立した国・地域となっており、輸出

額を増やすためには、輸出できる加工食品の種類の拡大と新規市場の開拓がカギとな

っている。 

 

●加工食品の輸出額の推移（国・地域別） 

 

 

●加工食品の品目別輸出額（2015年） 
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②主要国・地域における輸出環境課題 

 放射性物質に係る輸入規制【香港、台湾、中国】 

 我が国からの輸出額上位である香港、台湾、中国を始め、一部の国・地域において、

輸入停止や放射性物質検査証明書等の要求といった放射性物質に係る輸入規制が残っ

ているが、平成 28 年１月に EU が大幅な緩和を行うなど、徐々に規制緩和が進んでお

り、更なる規制の緩和・撤廃に向け、引き続き取り組んでいるところである。 

 

 既存添加物の使用許可【米国、EU】 

既存添加物（クチナシ色素、ベニコウジ色素、ベニバナ色素）は、我が国のインスタ

ント食品や菓子等多くの加工食品に着色料として使用されているが、欧米においては

食品への使用が認められていない。そのため、食品製造業者は、輸出しようとする国・

地域の基準に適合した添加物を使用することで対応しているが、既存添加物の使用が

輸出先国・地域においても認められれば、日本に流通する既存添加物を使用した食品を

輸出しやすくなると考えられる。 

 既存添加物を使用できるようにするためには、多種類の安全性試験データをもって

事業者（添加物製造事業者等）が相手国・地域に申請し、承認を得る必要があるが、こ

の試験データの取得は多額の費用と期間を要するものであり、承認に向けた難易度は

高い。 

 平成 26（2014）年度より、添加物製造事業者や食品事業者への意向調査、申請に必

要な試験データ等を含む相手国・地域の制度調査等を行い、輸出拡大見込みや承認に向

けた難易度を踏まえ、優先的に対応する既存添加物を検討しているところであり、その

結果に基づき、申請しようとする事業者等を支援していくこととしている。 

 

 畜肉エキス（豚・鶏）の使用許可【米国】 

 我が国のインスタント食品等には、豚・鶏等から製造された畜肉エキスが多く使用さ

れている。このような食肉由来の原料を使用した加工食品を米国に輸出するためには、

食肉生産上の衛生管理システムについて米国との同等性認定を受けた上で、米国農務

省食品安全検査局（FSIS）に登録された施設（認定施設）で製造されたものである必要

がある。我が国は、豚肉、鶏肉について同等性認定を受けておらず、また、認定施設も

ないことから、豚又は鳥由来の国産畜肉エキスを含む食品を米国に輸出することはで

きない状況となっている。なお、牛については、10 の認定施設（と畜場）で生産され

た生鮮牛肉は米国への輸出が可能となっているが、エキスの製造施設については認定

を受けていないため、米国向け食品に使用できる国産牛エキスはない。 

 認定施設となるためには、畜肉エキスの製造施設や原料となる食肉の処理施設が、

FSISの基準（HACCP等）を満たすことが必要となる。このため、平成 26（2014）年度、

米国への輸出に向けた課題の整理や、日本産畜肉エキス及びそれを使用した食品の輸

出を希望する事業者の意向調査等を行った。 

 

 

 食品ラベル表示【EU】 

EU は、平成 23 年（2011 年）10 月、「消費者への食品情報提供に関する EU 規則

1169/2011[1] 」（以下「規則」という。）を公布し、2014年 12月 13 日に施行した。 

EUでは従来、栄養を強調する場合にのみ栄養成分表示が義務づけられていたが、本

                                            
[1] REGULATION (EU) No 1169/2011 OF THE EUROPEAN PARLIAMENT AND OF THE COUNCIL of 25 October 2011 
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規則により、一部を除く[2]全ての食品について栄養成分の表示が義務づけられること

となり、表示すべき栄養成分の中には、我が国では表示が義務ではない飽和脂肪酸、糖

類等の栄養成分が含まれることに注意が必要である。この栄養成分表示については、２

年間の移行期間が設けられているが、平成 28 年（2016年）12月 13 日に完全義務化と

なる。  

 

 牛乳・乳製品の輸入停止の解除【中国】 

 中国は、平成 22（2010）年に我が国で口蹄疫が発生したことを契機として、日本か

らの牛乳・乳製品の輸入を停止している。中国における日本産牛乳・乳製品、特に粉ミ

ルクの需要は大きく、ピーク時（2009年）の輸出額は約 17億円となっていたことから、

輸入停止が解除されれば、大幅な輸出拡大が期待できると考えられ、現在、輸出再開に

向けて、動物衛生及び食品衛生に関する衛生証明書について協議を進めているところ

である。また、牛乳・乳製品を含め、中国は放射性物質に係る輸入規制（10 都県から

の輸入停止、10 都県以外からの放射性物質検査証明書）を課していることから、輸出

再開のため、衛生証明書に関する協議に加え、放射性物質に係る輸入規制の緩和・撤廃

を働きかけている。 

 
 

（７）林産物 

①輸出実績 

 林産物の輸出額は 270（きのこ類（はらたけ属除く）等を含む）億円（2015年）と対

前年比＋23.1％増加している。丸太の輸出額が対前年比＋36.6％の 94億円と伸びてお

り、そのうち中国向けの輸出が 60.9％（57 億円）を占めている。 

 

●林産物の輸出額の推移（国・地域別） 

  

                                            
[2] 単一の成分又は単一の成分分類からなる未加工の食品ハーブ、スパイス、塩、香味料、チューインガム

等が規則附則Ｖにおいてあげられている。 
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●林産物の品目別輸出額（2015年） 

 

②主要国・地域における輸出環境課題 

 木構造設計規範への対応【中国】 

 中国の木構造設計規範（日本における建築基準法に該当するもの）では、中国国内の

木造建築の構造や、構造材に使用可能な樹種・原産国等が規定されている。現行の規範

では、日本産木材や日本で広く用いられている軸組構法についての規定がなく、日本か

らの輸出木材の用途が限られている。 

 日本側からの働きかけや情報提供の結果、平成 25（2013）年 10月に了承された改正

案では、日本産スギ・ヒノキ・カラマツや軸組構法に関する規定が盛り込まれており、

改正案の告示・施行待ちの状況となっている。 

 

 木材の燻蒸処理条件【中国】 

 日本から中国への木材（皮付き丸太）の輸出条件として、臭化メチル又はフッ化スル

フリルによる常圧燻蒸処理の実施が求められている。輸出前に燻蒸処理をする必要が

あるが、民家等への影響を考慮する必要があるほか、燻蒸処理の場所及び一度に処理で

きる数が限られていること等もあり、木材輸出が多い港湾において輸出増加に燻蒸処

理が追いついていかないという懸念があった。平成 27（2015）年に輸出戦略実行委員

会林産物部会で現状を調査し、港湾における燻蒸処理場所の拡大や、港湾業者・商社等

による燻蒸処理作業への協力等、関係者により解決が図られていることが分かった。 
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（８）水産物 

①輸出実績 

 水産物の輸出額は、平成 27（2015）年は対前年比 18.0％増加の 2,757 億円となり、

農林水産物・食品の輸出額全体の約４割を占めている。品目別ではホタテ貝の輸出額が

591億円と特に大きく、国・地域別では、香港、米国、中国、ベトナム、台湾、タイの

上位６カ国・地域で輸出額全体の８割を占めており、各国・地域とも増加している。 

 

●水産物の輸出額の推移（国・地域別） 

 

 

●水産物の品目別輸出額（2015年） 

 

②主要国・地域における輸出環境課題 

 放射性物質に係る輸入規制【韓国、中国、香港、台湾、ロシア等】 



43 

 

 我が国の水産物に対しては、多くの国・地域において原発事故に伴う放射性物質に係

る輸入規制が導入されており、これらの輸入規制の緩和・撤廃が重要な課題である。特

に、韓国については、平成 27（2015）年９月、我が国の要請により、WTO 紛争解決小委

員会（パネル）が設置されており、今後とも WTO のルールに則ってパネルの手続を進め

ていくとともに、韓国への二国間での働きかけを継続していくこととしている。 

 

 HACCPの取得【EU、米国】 

 EU、米国への水産物の輸出のためには、水産加工施設について HACCP 認定を受けるこ

とが必要となっている。対米国・HACCPについては、厚生労働省（地方自治体衛生部局）

及び（一社）大日本水産会等が認定を行っており、日本国内の約 280施設（平成 28（2016）

年３月末）が認定を受けているが、米国への水産物の輸出拡大のため、対米国・HACCP認

定加工施設数を増加させることが重要である。 

また、対 EU・HACCP については、認定を受けている日本国内の水産加工施設は約 40施

設（平成 28（2016）年月末）と、諸外国・地域に比べて極めて少ない状況にある。対 EU・

HACCP認定の加速化を図るため、これまでの厚生労働省（地方自治体衛生部局）に加え、

水産庁でも平成 26（2014）年 10 月から認定業務を開始したところである。厚生労働省

とあわせて平成 26（2014）年度から平成 31（2019）年度で新たに 100 施設程度を認定す

ることを目標として、認定施設数の拡大に取り組んでいくこととしている。 

 

 かつお節の輸出【EU】 

 我が国の一般的な製法で製造されたかつお節は、EU の基準値を超える PAHs9（燻製等

により生成される化学物質で、一部には発がん性がある）を含んでいることから、我が

国から EU へ要請を行った結果、かつお節に対する PAHs の特例措置（旧基準値の適用：

PAHs全体で 12→30、ベンゾ（a）ピレンで２→５㎍/kg）が昨年３月に採択、同年７月に

施行されたところである。なお、実際にかつお節を EU に輸出するためには、PAHs 規制

を満たした上で、かつお節製造施設について対 EU・HACCPの認定を受ける必要がある。 

 

 衛生証明書への対応【インド、インドネシア】 

インドへの水産物の輸出のためには、HACCP による衛生管理等を証明事項とした衛生

証明書の添付が必要となっている。また、インドネシアにおいても、今後、水産物の輸

出には衛生証明書の添付が必要となる見込み（時期未定）である。 

このことから、引き続き、証明事項の妥当性等について両国政府と協議するとともに、

関係省庁で連携しつつ国内における証明書発行体制の構築を進めることとしている。 

 

 フグの輸出【中国、香港、台湾、EU等】 

フグは、日本においては有毒部位を除去し食用とすることができるものに限り販売等

が認められているが、中国、香港、台湾、EU 等においてはフグの輸入が禁止されている。 

このことから、今後も諸外国・地域の規制の動向等についての情報収集を行うととも

に、諸外国・地域の規制当局に対して、日本産フグの輸入解禁に向けた働きかけを実施

することとしている。 

 

                                            
9 Polycyclic Aromatic Hydrocarbons の略。炭素と水素原子から成る 2 つ以上の縮合芳香環を含む多くの種

類の有機化合物。食品を焼くなどの調理の過程や乾燥・加熱などの製造過程で生成されるので、肉・魚介

類の燻製、直火(食品と炎が接触)で調理した肉(網焼き等)、植物油、穀物製品などに多く含まれる。 
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 錦鯉の輸出【中国】 

平成 15（2003 年）年の日本におけるコイヘルペスウイルス病の発生以降、中国にお

いて、日本からの錦鯉の輸入が禁止されていたため、輸出再開に向けて中国政府と協議

を行ってきたところ。昨年６月に中国政府関係者を日本に招いての輸出養鯉場の現地評

価を実施し、本年４月に６養鯉場が輸出可能施設として登録された。引き続き、関係団

体及び関係県と連携し、輸出拡大に向けた協議を進めることとしている。 

 

 こんぶの輸出【豪州】 

豪州は、ヨウ素の過剰摂取による甲状腺異常の可能性を考慮し、ヨウ素濃度が高い食

材である褐色藻類（こんぶ等）中のヨウ素について、1000mg/kg（乾燥重量当たり）の最

大基準値を設定している。 

現在、科学的データの収集・分析を行っているところであり、その結果等を踏まえ、今後の

対応を検討することとしている。
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３．参考資料 

（１）農林水産物・食品の輸出額 

  我が国の農林水産物・食品の輸出額は、近年順調に拡大し、平成 19（2007）年には 5,160

億円となったが、リーマンショック等を契機とした世界的な不況や平成 23（2011）年３

月に発生した東日本大震災及び福島第一原子力発電所事故の影響等によって減少し、

「５千億円の壁」に当たっていた。 

 

このような中、農林水産業の成長産業化を目指すため、農林水産物・食品の輸出を重

点施策として官民挙げて取り組んできたところ、平成 25（2013）年には増加に転じ、輸

出額の統計を取り始めた昭和 30（1955）年以降最高額の 5,505億円を記録した。その後

も堅調に拡大し、平成 27（2015）年は３年連続で過去最高額となる 7,451億円（対前年

比＋21.8％）を記録、初の７千億円台に到達した。 

 

●農林水産物・食品の輸出額の推移 

 

      

 

 

  

○為替レートの推移
年 平成18年 19年 20年 21年 22年 23年 24年 25年 26年 27年

円／ドル 116 118 104 94 88 80 80 97 105 121
円／ユーロ 145 161 154 130 117 111 102 129 140 135
出典：税関「税関長公示レート」を基に農林水産省作成出典：税関「税関長公示レート」を基に農林水産省作成 
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農林水産物・食品の輸出額を品目別で見ると、水産物が約４割、加工食品が約３割を

占めている。また、国・地域別に見ると、１位香港、２位米国、３位台湾、４位中国、

５位韓国となっており、地域別ではアジアが 74％、北米が 16％と、アジア向けの輸出が

大半を占める構造となっている。 

 

●品目別輸出額（平成 27年（2015年）） 

※カッコ内は輸出総額に占める割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●国・地域別輸出額（平成 27年（2015年）） 

※カッコ内は輸出総額に占める割合 

 

 

農林水産省では、平成 32（2020）年までに農林水産物・食品の輸出額を１兆円規模に

拡大するという目標を掲げ、この目標の達成のため、輸出環境の整備や商流の拡大に取

り組んできた。特に輸出環境の整備については、放射性物質に係る輸入規制といった複

数の品目や国・地域に共通する横断的な課題と、各品目固有又は相手先国・地域固有の

課題があり、それぞれに重要度や難易度を考慮し、優先順位を付して解決に向けて取り

組んでいくことが重要である。 
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（参考）農林水産物・食品の国別・品目別輸出戦略（平成 25（2013）年８月策定） 
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（２）コラム 

【コラム①】世界の農産物主要輸出国における農産物の輸出入状況（2013 年） 

  FAO の統計によれば、2011 年の日本の農産物輸出額は、3,273 百万 US ドルで世界第５７位

でしたが、2013 年には 3,140 百万 US ドルで世界第６０位となっています。 

２．.オランダ
穀物自給率

（世界第139位）

上位 品目名 
輸出額

(百万USドル)
シェア(％) 上位 品目名 

輸入額

(百万USドル)
シェア(％) 14%

1
動植物性原材料

（主に花き等）
11,080 12.2 1

動植物性原材料

（主に花き等）
3,137 5.4

2 調製食料品 3,672 4.0 2 大豆油粕 2,686 4.6

3 チーズ 3,660 4.0 3 パーム油 2,543 4.3

4 たばこ 3,066 3.4 4 大豆 1,909 3.3

5 大豆油粕 2,482 2.7 5 調製食料品 1,717 2.9

－ 総額 90,945 100.0 － 総額 58,501 100.0

農産物輸出（世界第2位） 農産物輸入（世界第6位）

３．ドイツ
穀物自給率

（世界第40位）

上位 品目名 
輸出額

(百万USドル)
シェア(％) 上位 品目名 

輸入額

(百万USドル)
シェア(％) 103%

1 チーズ 4,781 5.7 1 動植物性原材料 5,398 5.8

2 調製食料品 4,486 5.3 2 チーズ 4,194 4.5

3 チョコレート製品 4,245 5.1 3 ワイン 3,340 3.6

4 たばこ 3,457 4.1 4 コーヒー　生豆 3,199 3.4

5 動植物性原材料 3,196 3.8 5 調製食料品 2,744 2.9

－ 総額 83,966 100.0 － 総額 93,500 100.0

農産物輸出（世界第3位） 農産物輸入（世界第3位）

４．ブラジル
穀物自給率

（世界第41位）

上位 品目名 
輸出額

(百万USドル)
シェア(％) 上位 品目名 

輸入額

(百万USドル)
シェア(％) 103%

1 大豆 22,812 27.2 1 小麦 2,415 21.2

2 粗糖 9,164 10.9 2 天然ゴム（乾燥） 585 5.1

3 鶏肉 7,004 8.3 3 麦芽 527 4.6

4 大豆油粕 6,787 8.1 4 動植物性原材料 455 4.0

5 とうもろこし 6,308 7.5 5 調製食料品 447 3.9

－ 総額 83,945 100.0 － 総額 11,392 100.0

農産物輸出（世界第4位） 農産物輸入（世界第33位）

１．米国
穀物自給率

（世界第21位）

上位 品目
輸出額

(百万ドル)
シェア（％） 上位 品目名 

輸入額

(百万ドル)
シェア(％) 118%

1 大豆 21,494 14.6 1 蒸留酒 7,050 6.2

2 小麦 10,543 7.1 2 動植物性原材料 6,878 6.0

3 調製食料品 7,554 5.1 3 ワイン 5,492 4.8

4 とうもろこし 6,883 4.7 4 コーヒー　生豆 4,801 4.2

5 繰り綿 5,589 3.8 5 ビール 3,909 3.4

－ 総額 147,722 100.0 － 総額 113,690 100.0

農産物輸出（世界第1位） 農産物輸入（世界第2位）
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６．中国
穀物自給率

（世界第46位）

上位 品目名 
輸出額

(百万USドル)
シェア(％) 上位 品目名 

輸入額

(百万USドル)
シェア(％) 100%

1 動植物性原材料 5,151 11.1 1 大豆 38,009 32.9

2 調製食料品 3,042 6.5 2 繰り綿 8,441 7.3

3 果実調製品 2,062 4.4 3 天然ゴム（乾燥） 5,759 5.0

4 野菜調製品 1,657 3.6 4 パーム油 4,904 4.2

5 にんにく 1,397 3.0 5 牛の皮（塩漬け） 2,825 2.4

－ 総額 46,494 100.0 － 総額 115,388 100.0

農産物輸出（世界第6位） 農産物輸入（世界第1位）

７．スペイン
穀物自給率

（世界第78位）

上位 品目名 
輸出額

(百万USドル)
シェア(％) 上位 品目名 

輸入額

(百万USドル)
シェア(％) 73%

1 ワイン 3,390 7.4 1 大豆 1,919 6.0

2 オリーブ油 2,597 5.7 2 とうもろこし 1,674 5.3

3 豚肉 1,870 4.1 3 たばこ 1,228 3.9

4 小型かんきつ類 1,704 3.7 4 蒸留酒 1,213 3.8

5 オレンジ 1,470 3.2 5 調製食料品 1,199 3.8

－ 総額 45,724 100.0 － 総額 31,778 100.0

農産物輸出（世界第7位） 農産物輸入（世界第12位）

８．カナダ
穀物自給率

（世界第6位）

上位 品目名 
輸出額

(百万USドル)
シェア(％) 上位 品目名 

輸入額

(百万USドル)
シェア(％) 202%

1 小麦 6,549 14.6 1 調製食料品 2,430 7.3

2 菜種 4,199 9.3 2 ワイン 2,026 6.1

3 菜種油 2,755 6.1 3 動植物性原材料 1,017 3.1

4 豚肉 2,188 4.9 4 牛肉（骨なし） 967 2.9

5 大豆 1,896 4.2 5 チョコレート製品 909 2.7

－ 総額 44,982 100.0 － 総額 33,267 100.0

農産物輸出（世界第8位） 農産物輸入（世界第11位）

５．フランス
穀物自給率

（世界第9位）

上位 品目名 
輸出額

(百万USドル)
シェア(％) 上位 品目名 

輸入額

(百万USドル)
シェア(％) 176%

1 ワイン 10,349 13.8 1 動植物性原材料 2,777 4.9

2 小麦 6,155 8.2 2 調製食料品 2,242 3.9

3 蒸留酒 4,862 6.5 3 チョコレート製品 1,889 3.3

4 チーズ 3,583 4.8 4 ペストリー 1,834 3.2

5 とうもろこし 2,613 3.5 5
コーヒー

（炒ったもの）
1,725 3.0

－ 総額 74,804 100.0 － 総額 57,255 100.0

農産物輸出（世界第5位） 農産物輸入（世界第7位）
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※ 輸出額及びシェアの数値については、「FAO 統計」より引用または試算 

※ 穀物自給率は 2011 年の値 

 

 

 

 

  

９．ベルギー
穀物自給率

（世界第113位）

上位 品目名 
輸出額

(百万USドル)
シェア(％) 上位 品目名 

輸入額

(百万USドル)
シェア(％) 41%

1 チョコレート製品 2,718 6.1 1 バナナ 1,438 3.7

2 ペストリー 1,926 4.4 2 チーズ 1,375 3.5

3 調製食料品 1,707 3.9 3 ワイン 1,296 3.3

4 豚肉 1,556 3.5 4 調製食料品 1,246 3.2

5 冷凍ポテト 1,530 3.5 5 菜種 1,212 3.1

－ 総額 44,198 100.0 － 総額 39,240 100.0

農産物輸出（世界第9位） 農産物輸入（世界第10位）

１０．イタリア
穀物自給率

（世界第73位）

上位 品目名 
輸出額

(百万USドル)
シェア(％) 上位 品目名 

輸入額

(百万USドル)
シェア(％) 76%

1 ワイン 6,647 15.3 1 たばこ 2,525 5.3

2 チーズ 2,713 6.3 2 チーズ 2,224 4.6

3 調製食料品 2,637 6.1 3 豚肉 2,136 4.4

4 マカロニ 2,265 5.2 4 小麦 1,982 4.1

5 オリーブ油 1,721 4.0 5 オリーブ油 1,577 3.3

－ 総額 43,328 100.0 － 総額 48,067 100.0

農産物輸出（世界第10位） 農産物輸入（世界第8位）

60．日本
穀物自給率

（世界第125位）

上位 品目
輸出額

(百万USドル)
シェア（％） 上位 品目名 

輸入額

(百万ドル)
シェア(％) 28%

1 調製食料品 693 22.1 1 大豆 4,754 7.8

2 動植物性原材料 343 10.9 2 たばこ 4,094 6.7

3 たばこ 229 7.3 3 豚肉 3,990 6.5

4 ペストリー 215 6.8 4 牛肉（骨なし） 2,719 4.4

5 清涼飲料水 127 4.0 5 動植物性原材料 2,543 4.1

－ 総額 3,140 100.0 － 総額 61,342 100.0

農産物輸出（世界第60位） 農産物輸入（世界第5位）



51 

【コラム②】世界の食品輸出大国から考える 

１．世界の食品輸出大国の輸出額及び輸出品目 

2015 年、我が国の農林水産物・食品の輸出額は、

7,451 億円と過去最高額を記録しました。しかし、

世界に目を転じると、米国、オランダ、ドイツ、中

国、ブラジル、フランス等は、日本の数十倍の輸出

額となっており、農産物の輸出額では日本は 60 位

となっています（50 頁参照）。また、日本の農林水

産業の産出額 10 兆 3,211 億円（2014 年）と比べ、

農林水産物・食品の輸出額は、著しく小さい状況と

なっています。 

世界で輸出額の上位に名を連ねている国々を見る

と、様々な特徴があることがわかります。例えば、

米国では大豆やとうもろこし、ブラジルでは大豆や砂糖、カナダでは小麦や菜種といった品目が

上位を占めていますが、こうした国土面積の大きな農業大国は、広い土地を利用して生産した穀

物等を比較的素材に近い形で他の国・地域に輸出しています。 

一方、加工貿易や中継貿易により輸出を伸ばしている

国もあります。例えばオランダは国土面積の小さい国で

ありながらも、野菜・花き等の施設栽培等の集約的農業

が展開されている他、海外から「カカオ豆」を輸入し「チ

ョコレート等の調製品」に、「葉たばこ」を輸入し「たば

こ」に加工した上で輸出するなど、原材料となる輸入農

作物を加工し付加価値を高めて他国に輸出する「加工貿

易」を行っています。また、オランダは欧州の中央部に

位置する利点を活かして、南欧から輸入した野菜等

を他国に輸出する「中継貿易」も行っています。 

他方、食文化の普及・確立と食品の輸出とを一体的に推進している国もあります。世界の多く

の国々で愛される豊かな食文化として「イタリアン」や「フレンチ」を普及・確立させたイタリ

アやフランスの輸出品目を見てみると、イタリアは、「イタリアン」の中核をなすワイン、チー

ズ、マカロニ、オリーブ油といった食品が輸出上位品目となっています。フランスも同様に、「フ

レンチ」を形作る

ワイン、蒸留酒、チ

ーズといった食品

が輸出上位品目と

なっています。 
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※出典：「International Trade Centre」の情報を基に農林水産省作成 

 

※出典：「International Trade Centre」の 

情報を基に農林水産省作成 
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２．日本の農林水産物・食品の輸出拡大に向けた取組み 

食文化の普及・確立と農林水産物・食品の輸出拡大を一体的に推進するイタリアやフランス型

の取組みは、日本にとっても大いに可能性を秘めた方法です。例えば、「好きな外国料理」を各

国で調査したところ、一番人気が高いのは日本料理であるという結果が出ています（「日本食品

に対する海外消費者アンケート調査」（JETRO））。また、2013 年には「和食」がユネスコ無形文

化遺産に登録されました（※）。高まる日本食・食文化への関心・人気を追い風に、日本酒、茶、

味噌・醤油など日本食を象徴する品目の輸出は着実に伸びています。 

また、2015 年に開催された、食をテーマとしたミラノ万博においては、日本の食文化の素晴

らしさを発信する絶好の機会として、日本館で官民一体となって食に関する様々な展示を行いま

した（54 頁コラム「2015 年ミラノ国際博覧会における日本食・食文化の魅力発信」を参照）。

また、2020 年の東京オリンピック・パラリンピック競技大会は、世界中から多くの人が日本を

訪問し、日本の食を体験するチャンスになります。このような世界的なイベントの機会を捉えて、

日本食・食文化の普及・確立と一体となって輸出に取り組んでいくことが重要となっています。 

 

 

（※）「和食」のユネスコ無形文化遺産登録 

南北に長く、四季が明確な日本には多様で豊かな自然があり、そこ

で生まれた食文化もまた、これに寄り添うように育まれてきました。 

このような、「自然を尊ぶ」という日本人の気質に基づいた「食」

に関する「習わし」が、「和食；日本人の伝統的な食文化」と題して、

平成 25（2013）年 12 月、ユネスコ無形文化遺産に登録されました。 

 「和食」の 4つの特徴 

(1)多様で新鮮な食材とその持ち味の尊重  

日本の国土は南北に長く、海、山、里と表情豊かな自然が広がって

いるため、各地で地域に根差した多様な食材が用いられています。ま

た、素材の味わいを活かす調理技術・調理道具が発達しています。  

(2)健康的な食生活を支える栄養バランス 

一汁三菜を基本とする日本の食事スタイルは栄養バラン

スがとりやすく健康的と言われています。また、だしの「う

ま味」を上手に使うことによって動物性油脂の少ない食生活

を実現しており、日本人の長寿や肥満防止に役立っています。 

(3)自然の美しさや季節の移ろいの表現 

食事の場で、自然の美しさや四季の移ろいを表現すること

も特徴のひとつです。季節の花や葉などで料理を飾りつけた

り、季節に合った調度品や器を利用したりして、季節感を楽

しみます。 

(4)正月などの年中行事との密接な関わり 

日本の食文化は、年中行事と密接に関わって育まれてきました。 

自然の恵みである「食」を分け合い、食の時間を共にすることで、 

家族や地域の絆を深めてきました。 
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【コラム③】卸売市場の輸出拠点化 

我が国の卸売市場は、生鮮食料品流通の基幹的インフラとして、国民へ安定的に生鮮食料品

等を供給しているところですが、農水産物の輸出等を通じた新たな需要開拓に取り組むことが

求められています。 

とりわけ、国際空港近辺に立地している卸売市場は、輸出に係る手続の効率化、混載による流

通コストの低減等の観点から、国際農水産物等の輸出拠点となることが期待されます。 

そのため、輸出手続のワンストップ化や輸出先が求める品質管理、多品目混載や産地連携に

よる周年供給等に対応することが重要です。 

平成 27 年（2015）11 月には、成田市公設地方卸売市場から英国への試験輸出が行われまし

た。試験輸出では、卸売市場内における輸出手続のワンストップ化を図るため、産地証明書の交

付（事業者への受渡し）や検疫などの輸出手続を卸売市場で行うことで期間短縮の検証を試みた

ほか、ロンドン市内での日本の農産物のＰＲや市場調査、在英国日本大使館でのレセプションを

実施しました。 

 

※成田市公設地方卸売市場における輸出手続ワンストップ化の検証の様子 

○産地証明書の交付              ○植物検疫検査 

（農政局職員による産地証明書の交付手続） （市場に出向き検疫を実施する植物防疫官） 

          

○空輸による輸送実証                ○ロンドン市内でのＰＲ・試験販売 
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【コラム④】2015 年ミラノ国際博覧会における日本食・食文化の魅力発信 

2015 年ミラノ国際博覧会（以下、「ミラノ万博」）は、イタリア・ミラノで「地球に食料

を、生命にエネルギーを」をテーマに184 日間の会期で行われ、145 か国、３国際機関が参加

し、総来場者数は2,150 万人に上りました。 

日本館では、「Harmonious Diversity－共存する多様性－」をテーマに、日本の農林水産業

や食を取り巻く様々な取組、日本食、日本食文化に詰め込まれた様々な知恵と技が、人類共通の

課題解決に貢献していくことをアピールしました。館内には１から５のシーンがあり、シーン２

では、産地から食卓まで多種多彩なコンテンツが流れ落ちる「多様性の滝」が展示されました。

滝壺に漂うコンテンツに手を触れると、関連する

様々な情報が映し出されるようになっています。日

本館アプリをインストールしたスマートフォンで、

興味のある画像にタッチをするとその画像がスマー

トフォンに取り込めるようになっており、退館後も

閲覧できます。このように、日本の最先端の技術も

駆使し、様々な工夫を凝らした展示が行われまし

た。 

 

平成 27（2015）年７月 11 日には、日本のナシ

ョナルデーである「ジャパンデー」を開催し、東

北の伝統的な 10 の祭りを一堂に会したパレード

やレセプション等を行いました。また、ミラノ市

内のステッリーネ宮殿で日本館第二の拠点「ジャ

パンサローネ」を期間限定で開催しました。そこ

では、商談会やシンポジウム、試食イベント等を

実施し、19 日間の開催期間中約３万人を集客しま

した。 

ミラノ万博では、多くのパビリオンでレストラ

ンが設置されており、日本館においては、本格日本

食レストラン及びフードコートを設置し、日本食・

食文化を紹介しました。また、日本館のイベント広

場で、58 の地方自治体・団体が各地域の伝統的な

食品の展示や飲食の提供を行いました。そこでは、

通常EU 域内への輸出ができない日本産食材の持ち

込みについて特例措置が認められ、だしを取るため

の「かつおぶし」、山口県のイベントで使用した

「フグ」、トンカツとして提供した「豚肉」などの

万博会場内での使用が実現しました。  

「ジャパンデー」の日本館の様子 

フードコートで供された「トンカツ」 

シーン２「多様性の滝」 
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万博会場内でも有数の人気パビリオンとなった日本館は、総来場者数の１割を超える、228 

万人に上る来館者を迎えました。来館者へのアンケートでも、日本館の総合評価は４項目のう

ち上位２項目（「良かった」、「まぁ良かった」）が98.0％に上ったほか、「日本への理解・

興味が深まったか」という調査では、同じく上位２項目が91.9％を占める結果となりました。 

博覧会国際事務局が主催し、優秀なパビリオンを決定する褒賞制度では、日本館が展示デザ

イン部門で「金賞」を受賞しました。自然と技術の「調和」が評価され、平成27（2015）年

10 月30 日の授賞式で表彰されました。５年ごとに行われる大規模博覧会における日本館の

「金賞」受賞は史上初の快挙となりました。 

日本館の金賞受賞や多くの媒体での高評価は、我が国の農林水産業や食文化の魅力が世界の

人々に理解された表れであると考えられます。また、今回の出展が農業者をはじめとする関係

者の自信につながり、日本の農林水産物・食品の輸出がさらに増大することが期待されます。 

 

 

（参考）日本食レストラン店舗数の増加 

英国を例にとれば、高まる健康志向等を背景に日本食レストラン数が毎年増加しており、

2015 年における日本食レストラン数はロンドンで約 520 店舗、英国全体では約 810 店舗を

占めるに至っています。（英国における日本食レストラン数は 2005 年と比較して約 1.6 倍。） 

英国ではこれまで『日本食＝寿司』という印象が強く持たれていたほか、日本食レストラン

の大多数は非日本人経営によるチェーン店が占めていますが、近年ロンドンを中心にラーメン

やお好み焼き等の専門店が見られるようになってきました。また、日本から直接あるいはフラ

ンチャイズによる進出の動きも見られます。 

一方、日本食レストランの展開には課題が多く、その一つに人材の確保の課題があります。

英国では、移民による人口増を抑える観点から非 EU 圏に対する VISA の発給に極めて厳しい

方針を取っているため、新たに日本人シェフが VISA を取得することは極めて困難な状況にあ

ります。このような中、日本食シェフの人材の確保、調理技能の向上は、今後、より重要な課

題になってくる可能性があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【オセアニア】 
約 1,850 店（約 2.6 倍） 
（約 700 店） 

【アジア】 
約 45,300 店（約 1.7 倍） 
（約 27,000 店） 

【中南米】 
約 3,100 店（約 1.1 倍） 

（約 2,900 店） 

【ロシア】 
約 1,850 店（約 1.5 倍） 
（約 1,200 店） 

【北米】 
約 25,100 店（約 1.5 倍） 
（約 17,000 店） 

【アフリカ】 
約 300 店（約 2 倍） 
（約 150 店） 

【欧州】 
約 10,550 店（約 1.9 倍） 
（約 5,500 店） 

【中東】 
 約 600店 

（約 2.4 倍） 
（約 250 店） 

（出所）外務省調べ、農林水産省推計（88,703 店） 
数字は 2015 年時点（対 2013年比）、（）内は 2013 年時点 



水産物 コメ・コメ加工品 青果物 牛肉 林産物 茶 花き

○「輸入食品安全管理特別法」への対応（ＮEW）

○模倣・知的財産の侵害対策 ○日本産牛肉の輸入禁止

○精米・燻蒸施設の認定取得 ○木構造設計規範への対応

○フグの輸出解禁への対応（ＮEW） ○木材のくん蒸処理

○模倣・知的財産の侵害対策 ○残留農薬基準(2014.8施行)への対応 ○残留農薬基準への対応

○フグの輸出解禁への対応

○残留農薬基準への対応 ○残留農薬基準への対応

○模倣・知的財産の侵害対策 ○日本産牛肉の輸入禁止

○フグの輸出解禁への対応（ＮEW）

○検疫条件の設定(トマト)

○検疫条件の設定（なし）（ＮEW）

○検疫上の生産地域の追加(かんきつ類) ○月齢制限の撤廃

○植物品種保護のための法制度の整備及び運用の強化

○ハラール認証の取得(水産加工品) ○植物品種保護のための法制度の整備及び運用の強化 ○日本産牛肉の輸入禁止

○ハラール認証の取得

○植物由来の生鮮食品の輸出入に係る安全管理（生産国認
定）

○園芸作物の輸入ライセンスの取得

○ハラール認証の取得(水産加工品) ○輸入利用港の制限

○衛生証明書への対応（ＮEW）

○ハラール認証の取得

○植物品種保護のための法制度の整備及び運用の強化 ○牛肉の特定の部位の輸入禁止（ＮEW）

○衛生証明書への対応（NEW）

○日本産牛肉の輸入禁止（UAE、カタールを除く）

　　　※2014年11月規制緩和（サウジアラビア） 　　　※2014年11月規制緩和（サウジアラビア） 　　　※2014年11月規制緩和（サウジアラビア）
　　　※2014年12月規制緩和（バーレーン、オマーン） 　　　※2014年12月規制緩和（バーレーン、オマーン） 　　　※2014年12月規制緩和（バーレーン、オマーン） 　　　※2014年11月規制緩和（サウジアラビア）
○ハラール認証の取得(水産加工品) ○ハラール認証の取得 　　　※2014年12月規制緩和（バーレーン、オマーン）

○ハラール認証の取得

○残留農薬基準への対応

※2016年１月一部規制緩和（８県→７県） ※2016年１月一部規制緩和（８県→福島県） ※2016年１月一部規制緩和（福島県→解除）

○フグの輸出解禁への対応（ＮEW）

○かつお節輸出に向けた対応 ○GLOBAL G.A.P.認証の取得 ※2016年１月一部規制緩和 （福島県 → 解除）

○EU・HACCPの取得 ○検疫条件の緩和（ゆず）（ＮEW） ○GLOBAL G.A.P.認証の取得

※2015年７月青森県の輸入停止を解除

○米国食品安全強化法(FSMA)への対応 ○残留農薬基準への対応

○米国HACCPの取得 ○米国食品安全強化法(FSMA)への対応

※2015年 ３ 月、４月、５月、７月一部規制緩和 ○検疫上の生産地域の拡大(うんしゅうみかん）（ＮEW） ※2015年９月農林水産省メールマガジン発行

○米国食品安全強化法(FSMA)への対応 ○検疫条件の設定(かき、メロン）（ＮEW）

※2015年９月農林水産省メールマガジン発行

○包装米飯の製造工程に関する承認

○米国食品安全強化法(FSMA)への対応

※2015年９月農林水産省メールマガジン発行

○【豪州】こんぶ輸出に向けた対応（ＮEW） ○【カナダ】検疫条件の緩和（りんご、なし）（ＮEW）
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（３）主な品目の輸出環境課題一覧表

加工食品

韓国

○原発事故に伴う放射性物質に係る輸入規制への対応
　　(放射性物質検査証明書の要求の解除(13都県))

○原発事故に伴う放射性物質に係る輸入規制への対応
　　(輸入停止品目の解除(８県))

○原発事故に伴う放射性物質に係る輸入規制への対応
　　(放射性物質検査証明書の要求の解除(13都県))

－○原発事故に伴う放射性物質に係る輸入規制への対応
　　(放射性物質検査証明書の要求の解除(８都道県))

中国

○原発事故に伴う放射性物質に係る輸入規制への対応
　　(輸入停止品目の解除(１0都県))

○原発事故に伴う放射性物質に係る輸入規制への対応
　　(輸入停止品目の解除(10都県))

○原発事故に伴う放射性物質に係る輸入規制への対応
　　(輸入停止品目の解除(10都県))

○模倣・知的財産の侵害対策

香港
○原発事故に伴う放射性物質に係る輸入規制への対応
　　(輸入停止品目の解除(５県)

○原発事故に伴う放射性物質に係る輸入規制への対応
　　(放射性物質検査証明書の要求の解除(５県))

○原発事故に伴う放射性物質に係る輸入規制への対応
　　（放射性物質検査証明書の要求の解除（５県））

－
○原発事故に伴う放射性物質に係る輸入規制への対応
　　(輸入停止品目の解除(５県))○模倣・知的財産の侵害対策

○原発事故に伴う放射性物質に係る輸入規制への対応
　　（輸入停止品目の解除（10都県））

○原発事故に伴う放射性物質に係る輸入規制へ
の対応　　(輸入停止品目の解除(10都県)

○植物品種保護のための法制度の整備及び運用
の強化

○乳・乳製品の輸入停止の解除 ○原発事故に伴う放射性物質に係る輸入規制への対応
(放射性物質検査証明書の要求の解除）○食品安全法に基づく国家基準への対応

○原発事故に伴う放射性物質に係る輸入規制へ
の対応　　(輸入停止品目の解除(５県)）○模倣・知的財産の侵害対策 ○原発事故に伴う放射性物質に係る輸入規制への対応

　　(通関時の全ロットモニタリング検査の要求の解除) ○原発事故に伴う放射性物質に係る輸入規制への対応
　　（通関時の全ロットモニタリング検査の要求の解除）

台湾

○原発事故に伴う放射性物質に係る輸入規制への対応
　　(輸入停止品目の解除(５県))

○原発事故に伴う放射性物質に係る輸入規制への対応
　　(輸入停止品目の解除(５県))

○原発事故に伴う放射性物質に係る輸入規制への対応
　　(輸入停止品目の解除(５県))

○原発事故に伴う放射性物質に係る輸入規制への対応
　　（輸入停止品目の解除（５都県））○原発事故に伴う放射性物質に係る輸入規制への対応

　　(輸入停止品目の解除(５県))

フィリピン

○模倣・知的財産の侵害対策 ○原発事故に伴う放射性物質に係る輸入規制への対応
　　(輸入停止品目の解除(福島県))

－○原発事故に伴う放射性物質に係る輸入規制への対応
　　(放射性物質検査証明書の要求の解除(４県))

タイ
○模倣・知的財産の侵害対策

★ベトナム
○模倣・知的財産の侵害対策

－

○原発事故に伴う放射性物質に係る輸入規制への対応
　　(輸入停止品目の解除(福島県))

－

○原発事故に伴う放射性物質に係る輸入規制への対応
　　(輸入停止品目の解除(福島県))

○原発事故に伴う放射性物質に係る輸入規制への対応
　　（輸入停止品目の解除（福島県）、放射性物質検査報告書
の要求の解除（福島県））

○原発事故に伴う放射性物質に係る輸入規制へ
の対応　　(輸入停止品目の解除(福島県))

○植物品種保護のための法制度の整備及び運用
の強化

○原発事故に伴う放射性物質に係る輸入規制への対応
（放射性物質検査報告書の要求の解除（福島県））

★マレーシア
○模倣・知的財産の侵害対策

○ハラール認証の取得

★シンガポー
ル

○原発事故に伴う放射性物質に係る輸入規制への対応
　　(輸入停止品目の解除(福島県))

インドネシア

○ML番号の取得 ○原発事故に伴う放射性物質に係る輸入規制への対応
　　(放射性物質検査証明書の要求の解除(全都道府県）)

○原発事故に伴う放射性物質に係る輸入規制への対応
　　(放射性物質検査報告書又は全ロット検査の要求の解除
(全都道府県）)

○原発事故に伴う放射性物質に係る輸入規制への対応
　　（放射性物質検査報告書又は全ロット検査の要求の解除
（全都道府県））○原発事故に伴う放射性物質に係る輸入規制への対応

　　（放射性物質検査報告書又は全ロット検査の要求の解除
（全都道府県））

○園芸作物(ジュース、ジャム)の輸入ライセンスの取得

○模倣・知的財産の侵害対策

○ハラール認証の取得

インド
○表示ラベル規制への対応

○模倣・知的財産の侵害対策

中東
(トルコ含む)

○原発事故に伴う放射性物質に係る輸入規制への対応
　(通関時の全ロットモニタリング検査の要求の解除(トルコ))

　　　※2014年12月規制緩和（バーレーン、オマーン）

○模倣・知的財産の侵害対策

○ハラール認証の取得

○原発事故に伴う放射性物質に係る輸入規制への対応
　　(通関時の全ロットモニタリング検査の要求の解除(トルコ))

○原発事故に伴う放射性物質に係る輸入規制への対応
　　(通関時の全ロットモニタリング検査の要求の解除(トルコ))

○原発事故に伴う放射性物質に係る輸入規制への対応
　　(通関時の全ロットモニタリング検査の要求の解除(トルコ)) ※2015年３月バーレーン解禁

○原発事故に伴う放射性物質に係る輸入規制への対応
　　(通関時の全ロットモニタリング検査の要求の解除(トルコ))○原発事故に伴う放射性物質に係る輸入規制への対応

　　(放射性物質検査証明書の要求の解除(アラブ諸国))
○原発事故に伴う放射性物質に係る輸入規制への対応
　　(放射性物質検査証明書の要求の解除(アラブ諸国))

○原発事故に伴う放射性物質に係る輸入規制への対応
　　(放射性物質検査証明書の要求の解除(アラブ諸国))

○原発事故に伴う放射性物質に係る輸入規制への対応
　　(放射性物質検査証明書の要求の解除(アラブ諸国)) ○原発事故に伴う放射性物質に係る輸入規制への対応

　　(放射性物質検査証明書の要求の解除(アラブ諸国))　　　※2014年11月規制緩和（サウジアラビア）

○検疫条件の設定（黒松）（ＮEW）

○原発事故に伴う放射性物質に係る輸入規制への対応
　　(放射性物質検査証明書の要求の解除) ※2016年１月福島県産かき等、一部の品目を除き、放射性物

質検査証明書の要求の解除

○栄養成分表示への対応

ＥＵ

○既存添加物(クチナシ、ベニバナ、ベニコウジ)の使用許可 ○原発事故に伴う放射性物質に係る輸入規制への対応
　　(放射性物質検査証明書の要求の解除(８県))

○原発事故に伴う放射性物質に係る輸入規制への対応
　　(放射性物質検査証明書の要求の解除(８県))

○原発事故に伴う放射性物質に係る輸入規制への対応
　　(放射性物質検査証明書の要求の解除(福島県))

○原発事故に伴う放射性物質に係る輸入規制への対応
　　(放射性物質検査証明書の要求の解除(福島県))

○原発事故に伴う放射性物質に係る輸入規制へ
の対応　　(放射性物質検査証明書の要求の解除
(福島県))※2016年１月規制緩和（放射性物質検査証明書の要求が解

除）。ただし、県ごとの放射性物質検査証明の対象品目の使
用割合が合計で50％を超える加工食品は、引き続き、放射
性物質検査証明書が必要。

★米国

○既存添加物(クチナシ、ベニバナ、ベニコウジ)の使用許可 ○原発事故に伴う放射性物質に係る輸入規制への対応
    （輸入停止品目の解除）

○検疫条件の緩和(りんご、なし）
   （ＮEW）

－ －

ロシア
○原発事故に伴う放射性物質に係る輸入規制への対応
　　(放射性物質検査証明書の要求の解除(６都県))

○原発事故に伴う放射性物質に係る輸入規制への対応
　　(輸入停止施設の解除(８県))

○原発事故に伴う放射性物質に係る輸入規制への対応
　　(放射性物質検査証明書の要求の解除(６都県))

○原発事故に伴う放射性物質に係る輸入規制への対応
　　(放射性物質検査証明書の要求の解除(６都県))

※2015年９月農林水産省メールマガジン発行

○原発事故に伴う放射性物質に係る輸入規制への対応
　　(放射性物質検査証明書の要求の解除(６都県))

○原発事故に伴う放射性物質に係る輸入規制へ
の対応　　(放射性物質検査証明書の要求の解除
(６都県))

○原発事故に伴う放射性物質に係る輸入規制への対応
　　(放射性物質検査証明書の要求の解除(福島県))

○畜肉エキス(豚・鶏)の使用許可

○原発事故に伴う放射性物質に係る輸入規制への対応
　　(輸入制限の解除(３県))

○米国食品安全強化法(FSMA)への対応 ○原発事故に伴う放射性物質に係る輸入規制への対応
　　（輸入停止品目の解除）
※2015年３月、４月、５月、７月、2016年１月一部規制緩和

－
○模倣・知的財産の侵害対策

その他
【イスラエル、南アフリカ】
　○検疫条件の設定（生果実の携行輸出）（ＮEW）

○原発事故に伴う放射性物質に係る輸入規制への対応
　　(放射性物質検査証明書の要求の解除(福島県))

○検疫条件の設定（生果実の携行輸出）（ＮEW）

○模倣・知的財産の侵害対策

★TPP
交渉参加国
（上記以外）

【ペルー、チリ】
　○検疫条件の設定（生果実の携行輸出）（ＮEW）

★メキシコ －

ブラジル
○原発事故に伴う放射性物質に係る輸入規制への対応
　　(放射性物質検査証明書の要求の解除(福島県))

★ ・・・ ＴＰＰ交渉参加国

・・・ 委員会取りまとめ（2014年11月）以降、進捗した課題



 

 

 

 



2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

【連絡先】 

農林水産省食料産業局輸出促進課 

代表：03-3502-8111（内線 4310） 

直通：03-3501-4079 

 

農林水産物・食品輸出関連情報（農林水産省ホームページ） 

http://www.maff.go.jp/j/shokusan/export/ 


